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事業名 パーキングパーミット制度推進事業 （所管：障害福祉課 地域生活支援係）

継続（平成21年度）

１ 目 的
身障者用駐車場の適正利用を図るため，県内共通の利用証を発行し，身障者用駐車場を利用できる者を

明確にすることにより，必要な方のために駐車スペースを確保する鹿児島県身障者用駐車場利用証制度（
パーキングパーミット制度）の円滑な運営を図る。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

パーキングパーミット制度 県 対象となる駐車場を有する事業所等（公共施 県10/10
推進事業 設，病院，ショッピングセンター等）と県とで

協定を締結するとともに，対象者への利用証の
交付や県民への広い周知などを行う。

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

25年度当初 24年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

パーキングパーミット制度 1,967 1,967 1,967 100.0
推進事業

４ 25年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 25 年 度 平 成 24 年 度 平 成 23 年 度

パーキングパー ・対象者へ利用証を交付 ・対象者へ利用証を交付 ・対象者へ利用証を交付
ミット制度推進 ・施設管理者と協定を締結 ・施設管理者と協定を締結 ・施設管理者と協定を締結
事業 ・広報 ・広報 ・広報

４ 障害者等が安心して暮らせる地域社会づくり

第７ 平 成 ２ ５ 年 度 事 業 の 概 要
Ⅰ－４ 障害者等が安心して暮らせる地域社会づくり
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事業名 パーキングパーミット推進員設置事業 （所管：障害福祉課 地域生活支援係）

継続（平成21年度）

１ 目 的
平成２１年１１月から導入された身障者用駐車場利用証制度（パーキングパーミット制度）の円滑な推進

を図り，身障者用駐車場の利用適正化に資するため，パーキングパーミット制度推進員を設置する。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

パーキングパーミット制度推 県 ハートピアかごしま及び県庁障害福祉課にパー
進員設置事業 キングパーミット制度推進員を設置し，事業所

に対する制度への協力依頼，利用証の交付，制
度の普及啓発等を行う。

３ 予 算 ※緊急雇用創出事業を活用

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

25年度当初 24年度当初 対前年比
パーキングパーミット制度推 千円 千円 千円 ％
進員設置事業 4,162 4,162 14,293 29.1

４ 25年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 25 年 度 平 成 24 年 度 平 成 23 年 度

パーキングパーミット制度 ハートピアかごしま，県庁 ハートピアかごしま，各地 ハートピアかご
推進員設置事業 障害福祉課への推進員の設 域振興局への推進員の設置 しま，各地域振

置（２名） （７名） 興局への推進員
の設置（８名）

第 ７ 平 成 ２ ５ 年 度 事 業 の 概 要
Ⅰ－４ 障害者等が安心して暮らせる地域社会づくり
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第 ７ 平 成 ２ ５ 年 度 事 業 の 概 要
Ⅰ－４ 障害者等が安心して暮らせる地域社会づくり

事業名 福祉のまちづくり推進事業 （所管：障害福祉課 地域生活支援係）

継続（平成９年度）

１ 目 的
「福祉のまちづくり条例」に基づき，公共的施設のバリアフリー化に係る条例事務を行うとともに，事業

者，県民等への広報啓発等を実施することにより，福祉のまちづくりを推進する。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

福祉のまちづくり推進事業 県 広報啓発 県 10/10
・福祉のまちづくり広報誌の作成
・バリアフリー研修会の開催

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

25年度当初 24年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

福祉のまちづくり推進事業 4,733 4,733 4,660 101.6

４ 25年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 25 年 度 平 成 24 年 度 平 成 23 年 度

福祉のまちづくり推進事業 １ 福祉のまちづくり １ 福祉のまちづくり １ 福祉のまちづくり
広報誌の作成 広報誌の作成 広報誌の作成
（5,000部×２回） （5,000部×２回） （5,000部×２回）

２ バリアフリー研修会 ２ バリアフリー研修会 ２ バリアフリー研修会
の開催 の開催 の開催

(建築士他，県下12地域) (建築士他，県下12地域) (建築士他，県下12地域)
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第 ７ 平 成 ２ ５ 年 度 事 業 の 概 要
Ⅰ－４ 障害者等が安心して暮らせる地域社会づくり

事業名 軽度・中等度難聴児補聴器助成事業 （所管：障害福祉課 地域生活支援係）

新規（平成２５年度）

１ 目 的
難聴児にとって，その聴覚機能をカバーする補聴器は，日常生活における言語獲得，音声・言語機能や

意思伝達の能力，コミュニケーション能力等の向上に大いに寄与するものである。
また，障害のある子どもに対しては，障害に気づいたときから，生活や学習上の困難を改善するととも

に，将来の自立や社会参加に向けた知識技能の習得を可能にする支援も必要である。
このため，身体障害者手帳の交付対象とならない１８才未満の軽度・中等度の難聴児に対し，補聴器の

購入費用の一部を助成し，もって難聴児の福祉の増進を図る。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

軽度・中等度難聴児補聴器助 市町村 身体障害者手帳の交付対象とならない１８ 県 1/3
成事業 才未満の軽度・中等度の難聴児に対し，補聴 市町村 1/3

器の購入費用の一部を助成し，もって難聴児 利用者 1/3
の福祉の増進を図る。

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

25年度当初 24年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

軽度・中等度難聴児補聴器助 2,284 2,284 0 0
成事業

４ 25年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 25 年 度 平 成 24 年 度 平 成 23 年 度

軽度・中等度難聴児補聴器助 申請者数（見込み）
成事業 ２５人
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事業名 こども総合療育センター運営事業 （所管：障害福祉課 療育支援係）

継続（平成22年度）

１ 目 的
障害児全般にわたる総合相談窓口を備え，発達障害児，知的障害児及び肢体不自由児を対象に外来による

診療・療育等を行う「こども総合療育センター」を運営する。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

こども総合療育センター維持 県 光熱水費，清掃委託等各種業務委託等 県 10/10
管理事業

こども総合療育センター事業 県 (1) 相談支援 県 10/10
・ 障害児全般にわたる総合相談窓口を
設置し，保護者や地域からの様々な相
談に対して助言・指導及び情報提供を
行う｡

(2) 診療・療育
・ 発達障害児等を対象に，医師による
診療をはじめ，心理士によるカウンセ
リング，作業療法士による日常生活動
作訓練など，心身の発達に応じた様々
な専門療育を行う。

(3) 巡回療育相談
・ 来所が困難な離島や遠隔地の障害児
を主な対象に地域に出向いて療育指導
等を行う。

発達障害者支援センター事業 県 (1) 発達障害に関する研修 国 1/2
・ 発達障害にかかわる市町村や保育所 県 1/2
等の職員を対象に研修を行う。

(2) ペアレントメンター事業
・ 発達障害児を育てた経験のある親に
身近な相談相手になってもらうペアレ
ントメンターの養成及びペアレントメ
ンターによる親支援を行う。

障害児等療育支援事業 県 地域で障害児等に関する事業を実施する社会 県 10/10
(社会福祉 福祉法人等（県内９法人）に委託し，在宅障害
法人等に委 児に対する訪問療育や，保育所等の職員に対す
託して実 る療育技術の指導などを行う。
施)

地域療育支援体制整備事業 県 障害児等が身近な地域で適切な相談や支援が 国 1/2
受けられる体制を整備する。 県 1/2
(1) 地域療育支援体制づくり
(2) 保育所等で開催されるケース検討会議等
へのセンター職員の派遣

(3) 支援体制サポート事業
(4) こども総合療育センター（発達障害者支
援センター）連絡協議会の開催
・ 発達障害児等やその家族に対する総
合的な支援の在り方等について協議を
行う。（年２回開催）

第 ７ 平 成 ２ ５ 年 度 事 業 の 概 要
Ⅰ－４ 障害者等が安心して暮らせる地域社会づくり
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第 ７ 平 成 ２ ５ 年 度 事 業 の 概 要
Ⅰ－４ 障害者等が安心して暮らせる地域社会づくり

３ 予 算

県 予 算 額事 業 区 分 総事業費 備 考25年度当初 24年度当初 対前年比
こども総合療育センター運営 千円 千円 千円 ％
事業 93,206 93,206 92,660 100.6

４ 25年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 25 年 度 平 成 24 年 度 平 成 23 年 度

障害児等療育支援事業 (1) 在宅支援訪問療育指導事業 (1) 在宅支援訪問療育指導事業 (1) 在宅支援訪問療育指導事業
3,096件 2,005件 3,091件

(2) 在宅支援外来療育指導事業 (2) 在宅支援外来療育指導事業 (2) 在宅支援外来療育指導事業
120件 87件 173件

(3) 施設支援一般指導事業 (3) 施設支援一般指導事業 (3) 施設支援一般指導事業
612件 515件 563件

(4) 施設支援専門指導事業 (4) 施設支援専門指導事業 (4) 施設支援専門指導事業
4件 2件 4件

(5) 在宅支援専門指導事業 (5) 在宅支援専門療育指導事業 (5) 在宅支援専門療育指導事業
115件 41件 114件

(6) 療育支援体制連携強化事業 (6) 療育支援体制連携強化事業 (6) 療育支援体制連携強化事業
こども総合療育セ こども総合療育セ こども総合療育セ

ンターと支援施設と ンターと支援施設と ンターと支援施設と
の連絡会の開催 の連絡会の開催 の連絡会の開催

６回 ４回 ６回

※ 件数，回数は平成
24年12月末現在

地域療育支援体制整備事業 (1) 地域療育支援体制 (1) 地域療育支援体制 (1) 地域療育支援体制
づくり づくり づくり

－回 103回 85回
(2) 保育所等で開催さ (2) 保育所等で開催さ (2)保育所等で開催さ
れるケース検討会議 れるケース検討会議 れるケース検討会議
等へのセンター職員 等へのセンター職員 等へのセンター職員
の派遣 の派遣 の派遣

－回 106回 153回
(3) 支援体制サポート (3) 支援体制サポート (3)支援体制サポート
事業 事業 事業
対象地区：屋久島 対象地区：種子島 対象地区：種子島

徳之島 屋久島
(4) こども総合療育セ (4) 広報・啓発用のリ (4) 療育支援ガイドマ
ンター（発達障害者 ーフレットの作成 ップの作成
支援センター）連絡 (5) 医療機関向けリー
協議会(年２回開催) フレットの作成
第１回：平成25年7月
第２回：平成26年2月 ※ 回数は平成24年

12月末現在
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事業名 児童発達支援利用者負担軽減対策事業 （所管：障害福祉課 療育支援係）

継続（平成19年度）

１ 目 的
保育所や幼稚園に通園しながら，併せて児童発達支援を利用している児童の保護者に対し，利用者負担額
の一部を助成することにより，早期療育の機会の確保と若い世帯を中心とした保護者の経済的負担の軽減を
図る。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

児童発達支援利用者負担軽減 市町村 (1) 対象者 県 1/2
対策事業 児童発達支援を利用する就学前障害児のう 市町村 1/2

ち，保育所等と併行通園している児童

(2) 給付額
１日の利用者負担金のうち，300円を超え

る分を補助する。（月９日を限度とする。）

３ 予 算

県 予 算 額事 業 区 分 総事業費 備 考25年度当初 24年度当初 対前年比
児童発達支援利用者負担軽減 千円 千円 千円 ％
対策事業 11,121 11,121 7,624 145.9

４ 25年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 25 年 度 平 成 24 年 度 平 成 23 年 度

児童発達支援利用者負担軽減 実施市町村 27市町村 実施市町村 27市町村 実施市町村 26市町村
対策事業 （見込み） （見込み）
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事業名 県地域生活支援事業 （所管：障害福祉課 地域生活支援係，
精神保健福祉係，

継続（平成１９年度） 自 立 支 援 係）

１ 目 的
障害者及び障害児（以下「障害者等」という。）が，その有する能力及び適性に応じ，自立した日常生活
又は社会生活を営むことができるよう，地域の特性や利用者の状況に応じた柔軟な事業形態による事業を効
率的・効果的に実施し，障害者等の福祉の増進を図るとともに，障害の有無に関わらず国民が相互に人格と
個性を尊重し安心して暮らすことのできる地域社会の実現に寄与することを目的とする。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

① 障害福祉人材育成事業 県 相談支援従事者，サービス管理責任者及び行 国 1/2
動援護従事者の資格取得のための研修を実施 県 1/2
し，これらのサービス提供に従事する人材を育
成する。

② 県障害者相談支援体制整 県 地域における相談支援体制を整備し，県全体 国 1/2
備事業 の相談支援体制を構築するために，主導的役割 県 1/2

を担う協議の場として，県自立支援協議会を設
置する。

③ 障害程度区分認定調査員 県 障害程度区分認定等が客観的かつ公平な障害 国 1/2
等研修事業 程度区分の決定・事務が行われるよう，研修会 県 1/2

を開催する。

④ 手話通訳者養成研修事業 県 聴覚障害者の意思伝達の手段を確保し，意志 国 1/2
の疎通を円滑にして，積極的な社会参加を図る 県 1/2
ため，手話通訳者及び指導者を養成するととも
に，手話通訳者全国統一試験を実施する。

⑤ 盲ろう者通訳・介助員養 県 盲ろう者の通訳・介助員を養成し，盲ろう者 国 1/2
成研修事業 の社会参加を図る。 県 1/2

⑥ 音声機能障害者発声訓練 県 疾病等により咽頭を摘出し音声機能を喪失し 国 1/2
指導者養成事業 た者に対し，発声訓練を行うとともに，指導者 県 1/2

の養成を図る。
⑦ 生活訓練等事業 県 国 1/2

障害者に対し，日常生活上必要な訓練・指導 県 1/2
等を行うことにより，生活の質的向上を図る。

⑧ 情報支援等事業 県 国 1/2
障害のために日常生活上必要な情報の入手等 県 1/2

が困難な者に対し，必要な支援を行い，日常生
活上の便宜を図る。

第 ７ 平 成 ２ ５ 年 度 事 業 の 概 要
Ⅰ－４ 障害者等が安心して暮らせる地域社会づくり
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事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

⑨ 障害者ＩＴサポートセン 県 障害者の情報通信技術の利用機会や活用能力 国 1/2
ター運営事業 の格差是正を図るため，障害者ITサポートセン 県 1/2

ターを拠点とし，各IT関連事業を総合的かつ一
体的に実施し，ITを活用しての障害者の社会参
加を一層の促進を図る。

⑩ 社会参加促進事業 県 スポーツ・芸術活動等の事業を行うことによ 国 1/2
り，障害者の社会参加の促進を図る。 県 1/2

支援拠点機関において，高次脳機能障害に対
⑪ 高次脳機能障害者支援セ 県 する専門的な相談支援，関係機関との支援ネッ 国 1/2
ンター事業 トワークの充実，高次脳機能障害の正しい理解 県 1/2

を促進するための普及･啓発事業，高次脳機能
障害の支援手法等に関する研修を行い，高次脳
機能障害者に対する支援体制を確立する。

障害者支援施設等において，適切にたんの吸
⑫ 介護職員等医療ケア研修 県 引・経管栄養の医療的ケアを行うことができる 国 1/2
事業 介護職員を養成するための研修事業を行う。 県 1/2

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

25年度当初 24年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

① 障害福祉人材育成事業 7,610 7,610 4,681 162.6

② 県障害者相談支援体制整 3,318 3,318 3,318 100.0
備事業

③ 障害程度区分認定調査員 967 967 977 99.9
等研修事業

④ 手話通訳者養成研修事業 1,129 1,129 1,129 100.0

⑤ 盲ろう者通訳・介助員養 394 394 394 100.0
成研修事業

⑥ 音声機能障害者発声訓練 755 755 755 100.0
指導者養成事業

⑦ 生活訓練等事業 1,982 1,982 1,982 100.0
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県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

25年度当初 24年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

⑧ 情報支援等事業 7,133 7,133 6,950 102.6

⑨ 障害者ＩＴサポートセン 930 930 930 100.0
ター運営事業

⑩ 社会参加促進事業 40,569 40,569 42,021 96.5

⑪ 高次脳機能障害者支援セ 2,683 2,683 2,700 99.4
ンター事業

⑫ 介護職員等医療ケア研修 2,165 2,165 1,082 200.0
事業

計 69,635 69,635 71,535 96.5

４ 25年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平成25年度 平成24年度 平成23年度

① 障害福祉人材育成事業 相談支援従事者初任者研修受講者 120人 相談支援従事者初任者研修受講者 334人 相談支援従事者研修受講者 86人
相談支援従事者現任研修受講者 70人 相談支援従事者現任研修受講者 45人 相談支援従事者現任研修受講者 36人
サービス管理責任者研修受講者 220人 サービス管理責任者研修受講者 503人 サービス管理責任者研修受講者 469人
行動援護従事者研修受講者 30人 行動援護従事者研修受講者 23人 行動援護従事者研修受講者 22人

② 県障害者相談支援体制整 自立支援協議会開催回数 2回 自立支援協議会開催回数 2回 自立支援協議会開催回数 2回
備事業

③ 障害程度区分認定調査員 認定調査員研修受講者 150人 認定調査員研修受講者 150人 認定調査員研修受講者 99人
等研修事業 市町村審査会委員研修受講者 50人 市町村審査会委員研修受講者 50人 市町村審査会委員研修受講者 49人

主治医研修受講者 200人 主治医研修受講者 200人 主治医研修受講者 153人

④ 手話通訳者養成研修事業 手話通訳者養成講座受講者 手話通訳者養成講座受講者 手話通訳者養成講座受講者
（応用・実践課程） 延べ300人 （基本・応用課程） 延べ300人 （基本・実践課程） 延べ344人

⑤ 盲ろう者通訳・介助員養 盲ろう者通訳介助者養成講習会受講者 盲ろう者通訳介助者養成講習会受講者 盲ろう者通訳介助者養成講習会受講者
成研修事業 延べ 100人 延べ 100人 延べ 38人
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事 業 区 分 平成25年度 平成24年度 平成23年度

⑦ 生活訓練等事業 オストメイト社会適応講習会等参加者 オストメイト社会適応講習会等参加者 オストメイト社会適応講習会等参加者
350人 350人 304人

脊髄損傷者健康管理研修会参加者 脊髄損傷者健康管理研修会参加者 脊髄損傷者健康管理研修会参加者
30人 30人 20人

⑧ 情報支援等事業 字幕付き映像ライブラリーの制作 字幕付き映像ライブラリーの制作 字幕付き映像ライブラリーの制作
86番組 86番組 86番組

盲ろう者通訳・介助員派遣回数 盲ろう者通訳・介助員派遣回数 盲ろう者通訳・介助員派遣回数
380件 380件 318件

⑨ 障害者ＩＴサポートセン 相談件数 30件 相談件数 30件 相談件数 34件
ター運営事業 パソコンボランティア派遣回数 50回 パソコンボランティア派遣回数 50回 パソコンボランティア派遣回数 17回

パソコンボランティア養成講習会受講者 パソコンボランティア養成講習会受講者 パソコンボランティア養成講習会受講者
10人 10人 5人

⑩ 社会参加促進事業 県障害者ｽﾎﾟｰﾂ大会 県障害者ｽﾎﾟｰﾂ大会 県障害者ｽﾎﾟｰﾂ大会
参加者 約3,100人 参加者 約3,000人 参加者 約3,101人

補助犬給付事業 ３頭 補助犬給付事業 ３頭 補助犬給付事業 １頭

⑪ 高次脳機能障害者支援ｾﾝﾀ 相談件数 280件 相談件数 280件 相談件数 243件
ｰ事業

⑫ 介護職員等医療ケア研修 養成研修 180名 養成研修 163名 養成研修 103名
事業
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事業名 市町村地域生活支援事業 （所管：障害福祉課 地域生活支援係）

継続（平成19年度）

１ 目 的
障害者が，その有する能力及び適正に応じ，自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう，地

域の特性や利用者の状況に応じた柔軟な事業形態による事業を効率的，効果的に実施し，障害者の福祉の増
進を図るとともに，障害者が安心して暮らすことができる地域社会の実現に寄与することを目的とする。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

市町村地域生活支援事業 市 町 村 （１）必須事業 国 1/2
・理解促進研修・啓発事業 県 1/4
・自発的活動支援事業 市町村 1/4
・相談支援事業
・成年後見制度利用支援事業
・成年後見制度法人後見支援事業
・意思疎通支援事業
・日常生活用具給付等事業
・手話奉仕員養成研修事業
・移動支援事業
・地域生活支援センター機能強化事業

（２）任意事業
市町村の判断により，自立した日常生活
又は，社会生活を営むために必要な事業
社会福祉法人，特例民法法人，特定非営
利活動法人等の団体が行う上記事業に対
し補助する。

（３）障害程度区分認定等事務
障害程度区分認定等事務に要する経費
を補助する。

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

25年度当初 24年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

市町村地域生活支援事業 914,344 228,586 230,599 99.1

４ 25年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 25 年 度 平 成 24 年 度 平 成 23 年 度

市町村地域生活支援事業 事業実施市町村 事業実施市町村 事業実施市町村
41市町村 41市町村 41市町村

補助金額 補助金額 補助金額
228,586千円 242,732千円 234,683千円

(見込)
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事業名 障害者自立支援総合対策事業 （所管：障害福祉課 自立支援係）

継続（平成18年度）

１ 目 的
障害者自立支援法に基づく制度の円滑な運用を図るため，事業者に対する運営の安定化等を図る措置，新
法への移行等のための円滑な実施を図る措置及び福祉･介護人材の処遇改善を図る措置を実施する。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

障害者自立支援総合対策事業 県 １ 福祉･介護人材の処遇改善を図る措置
福祉・介護人材の処遇改善事業（精算） 国(基金)

10/10
２ 国庫への返還

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

25年度当初 24年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

障害者自立支援総合対策事業 365,850 365,850 480,266 76.2

４ 25年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 25 年 度 平 成 24 年 度 平 成 23 年 度

障害者自立支援総合対策事業 新体系定着支援事業 事業運営円滑化事業
365,850千円 ほか ほか

601,087千円 2,120,290千円
（見込み）
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事業名 障害者虐待防止対策事業 （所管：障害福祉課 自立支援係）

１ 目 的
障害者虐待については，その未然防止や早期発見，迅速な対応，その後の適切な支援が重要であることか

ら，障害者虐待の防止や虐待を受けた者に対する支援等を行うため，地域における関係機関相互の連携体制
の整備や支援体制の強化を行う事を目的とする。

２ 内 容
（１）障害者虐待防止対策支援事業について

①障害者虐待防止・権利擁護研修事業
ア 障害福祉サービス事業所等従業者研修
イ 障害福祉サービス事業所等管理者研修
ウ 相談窓口職員研修

②連携協力体制整備事業
③国主催の「障害者虐待防止・権利擁護指導者養成研修」への参加

（２）普及啓発
（３）障害者権利擁護センターの設置，運営

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

25年度当初 24年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

障害者虐待防止対策事業 1,738 1,738 1,738 100.0

４ 25年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 25 年 度 平 成 24 年 度 平 成 23 年 度

障害者虐待防止対策事業 （１）障害者虐待防止 （１）障害者虐待防止
対策支援事業について 対策支援事業について
①研修事業 ①研修事業
・障害福祉サービス事 ・障害福祉サービス事 －
業所等従業者研修 業所等従業者研修
・障害福祉サービス事 ・障害福祉サービス事
業所等管理者研修 業所等管理者研修

・相談窓口職員研修 ・相談窓口職員研修
②連携協力体制整備事 ②連携協力体制整備事
業 業
③国主催の「障害者虐 ③国主催の「障害者虐
待防止・権利擁護指導 待防止・権利擁護指導
者養成研修」への参加 者養成研修」への参加
（２）普及啓発 （２）普及啓発
（３）障害者権利擁護 （３）障害者権利擁護
センターの運営 センターの設置，運営
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事業名 障害者福祉団体活動費助成事業 （所管：障害福祉課 地域生活支援係）

継続（平成７年度）

１ 目 的
障害者団体の円滑な育成や活動を促進するとともに，障害者の福祉の増進を図ることを目的とする。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

障害者福祉団体活動費助成 県 障害者団体の円滑な育成や活動を促進すると 県 10/10
事業 ともに，障害者の福祉の増進を図る。

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

25年度当初 24年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

障害者福祉団体活動費助成 20,626 20,626 20,626 100.0
事業

４ 25年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 25 年 度 平 成 24 年 度 平 成 23 年 度

障害者福祉団体活動費助成 ・県身体障害者福祉協会 ・県身体障害者福祉協会 ・県身体障害者福祉協会
事業 18,453千円 18,453千円 18,453千円

・県手をつなぐ育成会 ・県手をつなぐ育成会 ・県手をつなぐ育成会
2,173千円 2,173千円 2,173千円
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事業名 特別障害者手当等支給事業 （所管：障害福祉課 地域生活支援係）

継続（昭和61年度）

１ 目 的
日常生活において，常時特別の介護を要する在宅の重度障害者に対し，特別障害者手当等を支給すること

により，経済的負担を軽減し，福祉の向上を図る。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

特別障害者手当等支給事業 県及び福祉 精神又は身体に，国民年金法における１級程 国 3/4
事務所を設 度の障害が重複する程度の重度の障害があるた
置する市町 め，日常生活において常時特別の介護を必要と 県及び
村 する状態にある20歳以上の者に対して支給する 市町村 1/4

(20歳未満の者には,障害児福祉手当を支給)。
なお，手当月額の改定により，平成25年10月

から，以下の手当額になる予定。
特別障害者手当 月額 26,260円→26,080円
障害児福祉手当 月額 14,280円→14,180円
経過的福祉手当 月額 14,280円→14,180円

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

25年度当初 24年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

特別障害者手当等支給事業 117,579 117,579 126,354 93.0

４ 25年度実施計画及び事業実績 ※延べ件数

事 業 区 分 平成25年度(計画) 平成24年度(見込み) 平成23年度(実績)

特別障害者手当等支 特別障害者手当 3,732件 特別障害者手当 3,777件 特別障害者手当 4,023件
給事業 障害児福祉手当 948件 障害児福祉手当 964件 障害児福祉手当 952件

経過的福祉手当 132件 経過的福祉手当 139件 経過的福祉手当 144件
合 計 4,812件 合 計 4,880件 合 計 5,119件

５ その他参考事項
県全体の状況（平成23年度分）
特別障害者手当 24,278件 障害児福祉手当 11,970件 経過的福祉手当 1,338件
計 37,586件
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事業名 全国障害者スポーツ大会事業 （所管：障害福祉課 地域生活支援係）

継続（平成12年度）
１ 目 的

障害のある選手が，競技等を通じ，スポーツの楽しさを体験するとともに，国民の障害に対する理解を含
め，障害者の社会参加の推進に寄与することを目的に開催される全国障害者スポーツ大会へ鹿児島県選手団
を派遣する。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

全国障害者スポーツ大会事業 県 全国障害者ｽﾎﾟｰﾂ大会への選手団の派遣 県 10/10
大会期日:平成25年10月12日(土)～14日(月)
派遣人員:67名(選手39名,役員その他28名)
場 所:東京都
競技種目:陸上,水泳,卓球,ｱｰﾁｪﾘｰ,ﾎﾞｳﾘﾝｸﾞ,

ﾌﾗｲﾝｸﾞﾃﾞｨｽｸ,団体競技

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

25年度当初 24年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

全国障害者スポーツ大会事業 12,161 12,161 11,678 104.1

４ 25年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 25 年 度 平 成 24 年 度 平 成 23 年 度

全国障害者スポーツ 第13回全国障害者ｽﾎﾟｰﾂ大会への選手団の 第12回全国障害者ｽﾎﾟｰﾂ大会への選手団の 第11回全国障害者ｽﾎﾟｰﾂ大会への選手団の
大会事業 派遣 派遣 派遣

大会期日:平成25年10月12日(土) 大会期日:平成24年10月13日(土) 大会期日:平成23年10月22日(土)
～14日(月) ～15日(月) ～24日(月)

金ﾒﾀﾞﾙ 25個，銀ﾒﾀﾞﾙ 7個, 金ﾒﾀﾞﾙ 19個，銀ﾒﾀﾞﾙ 15個,
銅ﾒﾀﾞﾙ 9個 計41個 銅ﾒﾀﾞﾙ 10個 計44個
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事業名 障害者介護給付事業 （所管：障害福祉課 自立支援係）

継続（平成19年度）
１ 目 的

障害福祉サービスを利用する障害者に対して市町村が支弁する費用の一部を負担する。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

① 居宅介護等事業 市 町 村 居宅介護，重度訪問介護，行動援護，重度障 国 1/2
害者等包括支援の障害福祉サービスにおいて， 県 1/4
入浴，排泄，食事の介護等や外出における介護 市町村 1/4
等を行う。

② 短期入所事業 自宅で介護する人が病気の場合になどに，短
期間，夜間も含め施設で，入浴，排泄，食事の
介護等を行う。

③ 生活介護事業 常に介護を必要とする人に，昼間，入浴，排
泄，食事の介護等を行うとともに創作的活動ま
たは生産活動の機会を提供する。

④ 療養介護事業 医療と常時介護を必要とする人に，医療機関
で機能訓練，療養上の管理，看護，介護及び日
常生活の世話を行う。

⑤ 児童デイサービス事業 障害児に，日常生活における基本的な動作の
指導，集団生活への適応訓練等を行う。
＊ 平成24年度で事業廃止

⑥ 施設入所支援事業 施設に入所する人に，夜間や休日，入浴，排
泄，食事の介護等を行う。

⑦ 共同生活介護 夜間や休日，共同生活を行う住居で，入浴，
排泄，食事の介護等を行う。

⑧ 旧法施設支援事業 旧法施設に入所する人に，入浴，排泄，食事
の介護等を行う。
＊ 平成24年度で事業廃止

⑨サービス利用計画作成費助 地域移行支援・地域定着支援、計画相談支援
成事業 にかかる負担金を市町村に交付する。

⑩同行援護事業 重度視覚障害者の外出時の支援を行う。
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３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

25年度当初 24年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

① 居宅介護等事業 2,699,129 674,783 347,059 194.4
② 短期入所事業 448,207 112,052 86,115 130.1
③ 生活介護事業 12,012,420 3,003,105 1,249,350 240.4
④ 療養介護事業 1,819,830 455,265 561,267 81.1
⑤ 児童デイサービス事業 0 0 14,214 0 H24事業廃止
⑥ 施設入所支援事業 4,742,060 1,185,515 2,365,929 50.1
⑦ 共同生活介護 741,391 185,348 120,038 154.4
⑧ 旧法施設支援事業 0 0 48,827 0 H24事業廃止
⑨ サービス利用計画作成費助成事業 68,784 17,196 3,091 556.3
⑩ 同行援護事業 89,763 22,441 11,840 189.5

計 22,621,581 5,655,705 4,807,730 117.6

４ 25年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 25 年 度 平 成 24 年 度 平 成 23 年 度

① 居宅介護等事業 41市町村 40市町村 40市町村
② 短期入所事業 38市町村 39市町村 38市町村
③ 生活介護事業 42市町村 41市町村 42市町村
④ 療養介護事業 38市町 24市町 24市町
⑤ 児童デイサービス事業 0市町村 38市町 38市町
⑥ 施設入所支援事業 42市町村 41市町村 43市町村
⑦ 共同生活介護 42市町村 35市町村 35市町村
⑧ 旧法施設支援事業 0市町村 42市町村 44市町村
⑨ サービス利用計画作成費 43市町村 6市町 2市町
助成事業

⑩ 同行援護事業 14市町村 30市町村 －
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事業名 障害者訓練等給付事業 （所管：障害福祉課 事業者指導係）

継続（平成19年度）

１ 目 的
障害福祉サービスを利用する障害者に対して市町村が支弁する費用の一部を負担する。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

① 自立訓練 市 町 村 自立した日常生活又は社会生活ができるよ 国 1/2
う，一定期間，身体機能又は生活能力の向上の 県 1/4
ために必要な訓練を行う。 市町村 1/4

② 就労移行支援 一般企業への就労を希望する人に，一定期
間，就労に必要な知識及び能力の向上のために
必要な訓練を行う。

③ 就労継続支援 一般企業での就労が困難な人に，働く場を提
供するとともに，知識及び能力の向上のために
必要な訓練を行う。

④ 共同生活援助 夜間や休日，共同生活を行う住居で，相談や
日常生活上の援助を行う。

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

25年度当初 24年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

① 自立訓練 1,143,474 285,869 180,934 158.0
② 就労移行支援 1,173,296 293,324 335,285 87.5
③ 就労継続支援 6,133,373 1,533,344 1,013,473 151.3
④ 共同生活援助 902,063 225,516 148,238 152.1

計 9,352,206 2,338,053 1,677,930 139.3

４ 25年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平成25年度 平成24年度 平成23年度

① 自立訓練 38市町村 38市町村 38市町村
② 就労移行支援 33市町 33市町 33市町
③ 就労継続支援 39市町村 39市町村 39市町村
④ 共同生活援助 41市町村 41市町村 41市町村

第 ７ 平 成 ２ ５ 年 度 事 業 の 概 要
Ⅰ－４ 障害者等が安心して暮らせる地域社会づくり
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事業名 補装具給付事業 （所管：障害福祉課 地域生活支援係）

継続 身体障害者補装具給付（昭和25年度）
身体障害児補装具給付（昭和29年度）

１ 目 的
補装具は，身体障害者（児）の失われた身体機能を補完又は代替する用具であり，身体障害者については，

職業その他日常生活の能率の向上を図り，身体障害児については，将来社会人として独立自活するための素
地を育成・助長すること等を目的に，市町村が補装具費として支給した費用の一部を負担する。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

補装具給付事業 市 町 村 身体機能の失われた部位，欠陥のある部分を 国 1/2
補うための用具(補装具)の交付及び修理を行う。 県 1/4
＜補装具の種類＞ 市町村 1/4
・ 視覚障害者用
盲人安全つえ，義眼，眼鏡，

・ 聴覚障害者用
補聴器

・ 音声・言語機能障害者用
重度障害者意思伝達装置

・ 肢体不自由児者用
義肢,装具,車いす,歩行器,座位保持装置,
座位保持いす，起立保持具，排便補助具，
収尿器，電動車いす，頭部保持具，歩行補
助つえ（多点つえ）

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

25年度当初 24年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

補装具給付事業 546,579 136,645 153,075 89.2

４ 25年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平成25年度 平成24年度 平成23年度

市町村数 市町村数 交付件数 修理件数
身体障害者・児補装 43市町村 43市町村 3,415件 1,815件

５ その他参考事項
・利用者負担…原則１割負担。所得に応じて月額上限額が設定されている。
・ストマ用具，点字器，歩行補助つえ（棒状のつえ）等補装具から日常生活用具へ移行された。

第 ７ 平 成 ２ ５ 年 度 事 業 の 概 要
Ⅰ－４ 障害者等が安心して暮らせる地域社会づくり
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事業名 自立支援医療事業 （所管：障害福祉課 精神保健福祉係，
地域生活支援係）

再編（平成19年度）

１ 目 的
精神及び身体，児童の医療の確保（早期治療，再発防止）を容易にし，継続的な医療を積極的に進めてい

く。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

① 自立支援医療(精神通院医 県 精神障害の医療の確保（早期治療，再発防 国 1/2
療) 止）を容易にし，継続的な医療を積極的に進め 県 1/2

るために，必要な医療に要した費用について，
自立支援医療を支給する。

② 自立支援医療(更生医療) 市町村 身体障害者の自立と社会経済活動への参加の 国 1/2
促進を図るため，当該身体障害者に対し行われ 県 1/4
るその更生のために必要な医療に要した費用に 市町村 1/4
ついて，自立支援医療を支給する。

③ 自立支援医療(育成医療) 市町村 障害児（身体に障害のある者に限る。）の健 国 1/2
全な育成を図るため，当該障害児に対し行われ 県 1/4

H24までは る生活の能力を得るために必要な医療に要した 市町村 1/4
県 費用について，自立支援医療を支給する。
中核市 H24までは

国 1/2
県 1/2

中核市
国 1/2
市 1/2

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

25年度当初 24年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

自立支援医療 4,106,936 4,106,936 3,989,700 102.9
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４ 25年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 25 年 度 平 成 24 年 度 平 成 23 年 度
（見込み） （実績見込み）

① 自立支援医療(精神通院医 支払件数 311,965件 支払件数 311,965件 支払件数 289,168件
療) 医療費負担 医療費負担 医療費負担

3,541,775千円 3,462,096千円 3,275,405千円

② 自立支援医療(更生医療) 支払件数 40,601件 支払件数 40,601件 支払件数 40,601件
医療費負担 医療費負担 医療費負担

500,278千円 514,544千円 484,280千円

③ 自立支援医療(育成医療) 支払件数 2,940件 支払件数 2,632件 支払件数 3,061件
医療費負担 医療費負担 医療費負担

56,289千円 53,435千円 62,384千円

計 支払件数 355,506件 支払件数 355,198件 支払件数 332,830件
医療費負担 医療費負担 医療費負担

4,098,342千円 4,030,075千円 3,822,069千円
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事業名 不服審査会事業 (所管：障害福祉課 自立支援係）

継続（平成18年度）
１ 目 的

市町村が行った介護給付費等に係る処分に対する審査請求に対し，県が客観的な立場から当該処分の適否
について迅速に審査を行う。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

不服審査会事業 県 県障害者介護給付費等不服審査会の設置，運営 国 1/2
県 1/2

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

25年度当初 24年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

不服審査会事業 949 949 949 100.0

４ 25年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 25 年 度 平 成 24 年 度 平 成 23 年 度

不服審査会事業 審査請求件数 3件 審査請求件数 0件 審査請求件数 0件
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事業名 精神障害者措置入院事業 （所管：障害福祉課 精神保健福祉係）

継続（昭和25年度）

１ 目 的
申請・通報及び届出により自傷他害の恐れのある者に対する診察，措置入院患者の入院先までの移送及び

措置入院医療費の公費負担を行う。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

① 入院措置 県 申請・通報等に基づく精神保健指定医の診察 国 3/4
の結果，自傷他害の恐れのある精神障害者を措 県 1/4
置入院させる。医療費は公費負担。 （一部県10/10）

② 措置入院患者等移送事業 県 精神保健福祉法第２７条による精神保健指定 国3/4,1/2
医の診察及び法２９条，３４条による入院措置 県1/4,1/2
のための移送を行う。 （一部県10/10）

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

25年度当初 24年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

① 入院措置 41,011 41,011 58,044 70.7

② 措置入院患者等移送事業 1,271 1,271 1,271 100.0

計 42,282 42,282 59,315 71.3

４ 25年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 25 年 度 平 成 24 年 度 平 成 23 年 度

① 入院措置 指定医の診察 指定医の診察 指定医の診察
30件(見込) 37件 25件

入院医療費公費負担件 入院医療費公費負担件 入院医療費公費負担件
数 242件(見込) 数 242件 数 266件

② 措置入院患者等移送事業 移送件数 19件(見込) 移送件数 13件 移送件数 13件
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事業名 精神医療適正化対策事業 （所管： 障害福祉課 精神保健福祉係）

継続（昭和45年度）

１ 目 的
精神科病院の入院患者の人権の擁護，適正な医療と保護を確保する。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

① 精神障害者実地審査精神 県 措置入院者，医療保護入院者等の入院継続の 県 10/10
科病院等立入調査事業 適否及び当該患者の処遇について，精神保健指

定医を派遣して審査及び指導を行うとともに精
神科病院の運営が関係法令に則った適正な運営
であるか確認する。

② 定期病状報告書料等事業 県 定期病状報告書等への文書料の支払い 県 10/10

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

25年度当初 24年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

① 精神障害者実地審査精神 1,400 1,400 1,400 100.0
科病院等立入調査事業

② 定期病状報告書料等事業 10,281 10,281 10,281 100.0

計 11,681 11,681 11,681 100.0

４ 25年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 25 年 度 平 成 24 年 度 平 成 23 年 度

① 精神障害者実地審査精神 精神科病院実地審査・ 精神科病院実地審査・ 精神科病院実地審査・
科病院等立入調査事業 実地指導 実地指導 実地指導

52病院実施 52病院実施 52病院実施

② 定期病状報告書料等事業 定期病状報告書報告件 定期病状報告書報告件 定期病状報告書報告件
数 数 数

4,064件(見込) 4,168件 4,567件
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事業名 精神科救急医療体制整備事業 （所管：障害福祉課 精神保健福祉係）

継続（平成８年度）

１ 目 的
休日等において医療及び保護を必要とする精神障害者に対し，適切な医療の提供及び保護を図る。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

① 精神科救急医療システム 県 離島を除く地域を４ブロックに分け，休日 国 1/2
整備事業 (9:00～24:00)の当番医制を病院群輪番制で実 県 1/2

施する。
運営を鹿児島県精神科病院協会に委託して実

施する。

② 精神科救急情報センター 県 各精神科病院の入院受入情報等を集約し，警 国 1/2
事業 察・消防等からの入院患者受入の要請に対応す 県 1/2

る精神科救急情報センターを県立姶良病院に設
置する。

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

25年度当初 24年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

① 精神科救急医療システム 13,335 13,335 11,878 112.3
整備事業
② 精神科救急情報センター 2,854 2,854 2,893 98.7
事業

計 16,189 16,189 14,771 109.6

４ 25年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 25 年 度 平 成 24 年 度 平 成 23 年 度

精神科救急医療システム 精神科救急医療システ 精神科救急医療システ 精神科救急医療システ
整備事業 ムによる空床確保日数 ムによる空床確保日数 ムによる空床確保日数

延 284日(見込) 延 288日 延 284日

連絡調整委員会の開催 連絡調整委員会の開催 連絡調整委員会の開催
回数 回数 回数

１回 １回 １回

第 ７ 平 成 ２ ５ 年 度 事 業 の 概 要
Ⅰ－４ 障害者等が安心して暮らせる地域社会づくり
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事業名 地域精神保健福祉対策事業 （所管：障害福祉課 精神保健福祉係）

継続（昭和４１年度）

１ 目 的
精神障害者の早期治療及び社会復帰の促進，自立と社会経済活動への参加促進，地域住民の精神的健康の
保持増進を図る。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

① 一般対策事業 県 保健師の訪問指導，精神保健相談医の相談等 県 10/10
福祉相談を実施する。

② 精神障害者社会適応訓練 県 精神障害者を一定期間事業所に通い，就労の 県 10/10
事業 場において適切な訓練を実施する。
③ 精神福祉推進連合会運営 県 鹿児島県精神福祉推進連合会に対して運営費 県 10/10
費補助事業 補助金を交付する。

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

25年度当初 24年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

① 一般対策事業 2,106 2,106 2,106 100.0
② 精神障害者社会適応訓練 1,220 1,220 1,820 67.0
事業
③ 精神福祉推進連合会運営 252 252 252 100.0
費補助事業

計 3,578 3,578 4,178 85.6

４ 25年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 25 年 度 平 成 24 年 度 平 成 23 年 度

① 一般対策事業 実施先 13保健所 実施先 13保健所 実施先 13保健所

② 精神障害者社会適応訓練 訓練生 ４名 訓練生 ５名 訓練生 ５名
事業

③ 精神福祉推進連合会運営 補助金交付先 １団体 補助金交付先 １団体 補助金交付先 １団体
費補助事業

第 ７ 平 成 ２ ５ 年 度 事 業 の 概 要
Ⅰ－４ 障害者等が安心して暮らせる地域社会づくり
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第 ７ 平 成 ２ ５ 年 度 事 業 の 概 要
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事業名 精神障害者訪問支援推進モデル事業 （所管：障害福祉課 精神保健福祉係）

継続（平成２３年度～）

１ 目 的
精神障害者に対し，多職種が連携し訪問支援を実施することにより，新たな入院及び再入院を防ぎ，地域

生活が維持できるような体制を構築するためのモデル事業を実施する。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

精神障害者訪問支援推進モデ 県 多職種が連携し訪問支援を実施し，入院医療 国 10/10
ル事業 に頼らず，地域生活が維持できるような体制を

構築するためのモデル事業を実施する。

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

25年度当初 24年度当初 対前年比

千円 千円 千円 ％

精神障害者訪問支援推進モデ 28,037 28,037 28,040 99.9
ル事業

４ 25年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 25 年 度 平 成 24 年 度 平 成 23 年 度

精神障害者訪問支援推進モ 医療法人等への委託 医療法人等への委託 医療法人等への委託
デル事業 委託先 １箇所 委託先 １箇所 委託先 １箇所
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事業名 医療施設近代化施設整備事業 （所管：障害福祉課 精神保健福祉係）

継続（平成６年度～）

１ 目 的
医療機関に施設整備費の一部を補助することにより，病院における患者療養環境，医療従事者職場環境，

衛生環境等の改善を図る。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

医療施設近代化施設整備事業 県 精神科病院における患者療養環境，医療従事 国 10/10
者職場環境，衛生環境等の改善を図るため，施
設整備費の一部を補助する。

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

25年度当初 24年度当初 対前年比

千円 千円 千円 ％
医療施設近代化施設整備事業 161,330 161,330 0 100.0

４ 25年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 25 年 度 平 成 24 年 度 平 成 23 年 度

医療施設近代化施設整備事業 医療法人等へ補助
補助先 １箇所 － －
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事業名 重度心身障害者医療費助成事業 （所管：障害福祉課 地域生活支援係）

継続（昭和49年度）

１ 目 的
重度心身障害者の健康増進を図るため，重度心身障害者の医療に要した費用の自己負担分に対し市町村が
助成する経費の一部を補助し，重度心身障害者の福祉の向上を図る。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

① 医療費及び証明手数料 市 町 村 重度心身障害者の医療に要した費用の自己負 県 1/2
担分に対し，市町村が助成する経費の一部を補 市町村 1/2
助する。

② 事務費 県 市町村事務に対する指導経費 県 10/10

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

25年度当初 24年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

① 医療費及び証明手数料 4,640,706 2,320,353 2,322,524 99.9

② 事務費 260 260 101 257.4

計 4,640,966 2,320,613 2,322,625 99.9

４ 25年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 25 年 度 平 成 24 年 度 平 成 23 年 度

① 医療費及び証明手数料 県 補 助 額 県 補 助 額 県 補 助 額
2,320,353千円 2,302,433千円 2,255,544千円

助成延べ件数 助成延べ件数 助成延べ件数
926,772件 896,298件 871,766件

受 給 者 数 受 給 者 数 受 給 者 数
39,728人 39,413人 43,640人

(見込) (見込)

第 ７ 平 成 ２ ５ 年 度 事 業 の 概 要
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事業名 障害福祉施設整備事業 （所管：障害福祉課 事業者指導係）

継続（昭和42年度）

１ 目 的
社会福祉法人等が実施する障害者総合支援法に基づく障害者支援施設等及び児童福祉法に基づく児童福祉
施設の整備に係る費用の一部を補助し，障害者（児）の福祉の増進を図る。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

① 障害福祉施設整備事業 社会福祉法 障害者（児）福祉の増進を図るために，社会 国 1/2
人等 福祉法人等が実施する障害者支援施設等の整備 県 1/4

に要する費用の一部を補助する。 法人 1/4

② 社会福祉施設整備費指導 県 施設整備を実施する社会福祉法人等に対し指 国 1/2
監督事務費 導及び検査等を実施するための費用 県 1/2

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

25年度当初 24年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

障害福祉施設整備事業 19,187 19,187 344,053 5.6

４ 25年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平成25年度 平成24年度 平成23年度

障害福祉施設整備事業 ・障害福祉サービス事 ・障害者支援施設 ・障害者支援施設
業所 改築１ 移転改築１
創設１ ・障害福祉サービス事 ・障害福祉サービス事

業所 業所
創設４ 創設２

５ その他参考事項
県全体の状況(24年度分)
①県実施分
「４ 事業実績」表中のとおり

②鹿児島市実施分
社会福祉施設等施設整備事業
・障害福祉サービス事業所 創設３ 改修１ 大規模修繕 １
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事業名 心身障害者扶養共済制度事業 （所管：障害福祉課 療育支援係）

継続（昭和45年度）

１ 目 的
心身障害児（者）の保護者が，相互扶助の精神に基づき毎月一定額の掛金を拠出しておき，保護者が死亡
又は重度の障害となった場合，心身障害児（者）に毎月年金を支給することにより，心身障害児（者）の経
済的不安を軽減する。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負 担 区 分

心身障害者扶養共済制度事業 県 掛金→5,600～14,500円(19年度まで既加入者） (制度運営費)
9,300～23,300円(20年度以降新加入者) 国1/2, 県1/2

(加入時の年齢により決定) ( 掛 金 公 費 負 担 制 度 )
年 金 →毎月 20,000円（１口） ・生保世帯
弔 慰 金 →30,000～150,000円(既加入者) 県 4.5/10

50,000～250,000円(新加入者) 市町村 4.5/10
脱退一時金→45,000～150,000円(既加入者) ・非課税世帯

75,000～250,000円(新加入者) 県 3/10
(加入期間により決定) 市町村 3/10

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

25年度当初 24年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

心身障害者扶養共済制度事業 387,457 387,457 383,462 101.0

４ 25年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 25 年 度 平 成 24年 度 平 成 23 年 度

心身障害者扶養共済制度事業 加入者数 780口 加入者数 832口 加入者数 863口
年金受給者数 868口 年金受給者数 848口 年金受給者数 842口
弔慰金受給者数 3口 弔慰金受給者数 3口 弔慰金受給者数 3口
脱退一時金受給者数 脱退一時金受給者数 脱退一時金受給者数

3口 0口 0口

見込み 平成24年12月末現在

第 ７ 平 成 ２ ５ 年 度 事 業 の 概 要
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５ その他参考事項
(1) 対象者
① 加入資格

心身障害児（者）を扶養する保護者で，年齢が65歳未満の者（父母，配偶者，兄弟姉妹，祖父母，そ
の他の親族等）

② 心身障害児（者）の範囲
ア 知的障害児（者） イ 身体障害者（身障手帳１～３級）
ウ 精神又は身体に永続的な障害を有する児（者）でア又はイと同程度の障害と認められる者（脳性ま
ひ，進行性筋萎縮症，血友病，自閉症，統合失調症など）

第 ７ 平 成 ２ ５ 年 度 事 業 の 概 要
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事業名 障害児通所給付事業 （所管：障害福祉課 療育支援係）

継続（平成24年度）

１ 目 的
身体に障害のある児童，知的障害のある児童，又は精神に障害のある児童（発達障害者支援法に規定する
発達障害児を含む）に対し，日常生活における基本的な動作の指導，知識技能の付与，集団生活への適応訓
練等の通所支援等を行う。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

障害児通所給付事業 市町村 (1) 児童発達支援 国 1/2
障害児につき，日常生活における基本的 県 1/4
な動作の指導，知識技能の付与，集団生活 市町村 1/4
への適応訓練等の便宜を供与する。

(2) 放課後等デイサービス
就学している障害児につき，授業の終了
後又は休業日に生活能力の向上に必要な訓
練，社会との交流促進等の便宜を供与す
る。

(3) 保育所等訪問支援
保育所等に通う障害児につき，当該施設
を訪問し，当該施設における障害児以外の
児童との集団生活への適応のための専門的
な支援等の便宜を供与する。

(4) 障害児相談支援
障害児の心身の状況，環境，障害児通所
支援の利用に関する意向，その他事情を勘
案し，利用する障害児通所支援の種類等を
定めた計画の策定等を行う。

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

25年度当初 24年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

障害児通所給付事業 417,091 417,091 204,046 204.4

４ 25年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 25 年 度 平 成 24 年 度 平 成 23年 度

障害児通所給付事業 実施市町村 実施市町村
39市町村（見込み） 39市町村（見込み）

第 ７ 平 成 ２ ５ 年 度 事 業 の 概 要
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事業名 障害児施設給付費等事業 （所管：障害福祉課 事業者指導係）

継続（平成19年度）

１ 目 的
心身に障害のある児童が指定障害児入所施設等から支援を受けた際に，その施設支援に要した費用の一部
を給付し，当該児童の育成を図る。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

① 障害児施設給付費等事業 県 心身に障害のある児童の保護者に対し，施設 国 1/2
支援に要した費用の一部を給付する。 県 1/2

② 児童福祉法施行事務費 県 障害児施設給付費等事業を実施するにあたり 県 10/10
必要な事務費

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

25年度当初 24年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

① 障害児施設給付費等事業 874,336 874,336 996,605 87.7
② 児童福祉法施行事務費 328 328 836 39.2
(③ 保育士派遣事業 ) 0 0 548

計 874,664 874,664 997,989 87.6

４ 25年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 25 年 度 平 成 24 年 度 平 成 23 年 度

① 障害児施設 福祉型障害児入所施設 福祉型障害児入所施設
給付費等事業 ・旧知的障害児施設 10施設 ・旧知的障害児施設10施設 知的障害児施設 10施設

・旧盲ろうあ児施設 １施設 ・旧盲ろうあ児施設１施設 知的障害児通園施設３施設
・旧肢体不自由児施設２施設 ・旧肢体不自由児施設 盲ろうあ児施設 １施設

５施設 肢体不自由児施設 ５施設
医療型障害児入所施設 医療型障害児入所施設
・旧重症心身障害児施設 ・旧重症心身障害児施設 重症心身障害児施設７施設

２施設 ７施設
指定医療機関 １施設 指定医療機関 １施設 指定医療機関 １施設

(③ 保育士派遣 寄宿舎幼稚部児童の保育付 寄宿舎幼稚部児童の保育付
事業) 添，交流保育，学習補助， 添，交流保育，学習補助，

閉舎日滞在対応の実施 閉舎日滞在対応の実施
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事業名 障害のある人もない人も共に生きる鹿児島づくり事業 （所管：障害福祉課 自立支援係）

新規

１ 目 的
障害を理由とした差別をなくし，障害のある人もない人も，一人ひとりの人格と個性が尊重され，社会を

構成する対等な一員として安心して暮らすことのできる社会を実現するための条例制定に向けて検討を行う。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

障害のある人もない人も共に 県 障害を理由とした差別をなくし，障害のある 県（基金）
生きる鹿児島づくり事業 人もない人も，一人ひとりの人格と個性が尊重 10/10

され，社会を構成する対等な一員として安心し
て暮らすことのできる社会を実現するための条
例制定に向けて検討を行う。

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

25年度当初 24年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％ Ｈ25年度

障害のある人もない人も共に 2,594 2,594 － － 新規
生きる鹿児島づくり事業

４ 25年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 25 年 度 平 成 24 年 度 平 成 23 年 度

障害のある人も （１）条例検討委員会 － －
ない人も共に生 （２）意見交換会
きる鹿児島づく （３）説明会
り事業 （４）普及・啓発
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事業名 重度訪問介護等市町村支援事業 （所管：障害福祉課 自立支援係）

新規

１ 目 的
重度障害者の地域生活を支援するため，重度障害者の割合が著しく高い等のことから，訪問系サービスの

給付額が国庫負担基準を超えている財政力の弱い市町村に対し財政支援を行う。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

① 重度訪問介護等の利用促 県 重度障害者の地域生活を支援するため，重度 国 1/2
進に係る市町村支援事業 障害者の割合が著しく高い等のことから，訪問 県 1/4

系サービスの給付額が国庫負担基準を超えてい 市町村1/4
る財政力の弱い市町村に対し財政支援を行う。

② 重度障害者に係る市町村 県 （重度障害者に係る市町村特別支援事業：重度 国 1/2
特別支援事業 訪問介護利用者の割合が10％を超える市町村が 県 1/2

対象）

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

25年度当初 24年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％ Ｈ25年度

① 重度訪問介護等の利用促 68,241 68,241 － － 新規
進に係る市町村支援事業 （H24障害
② 重度障害者に係る市町村 400 400 － － 者自立支援
特別支援事業 総合対策事

計 68,641 68,641 － － 業32,083）

４ 25年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 25 年 度 平 成 24 年 度 平 成 23 年 度

① 重度訪問介護 対象市町村：８市 （対象市町村：５市） （対象市町村：４市）
等の利用促進に
係る市町村支援
事業
② 重度障害者に 対象市町村：２市 （対象市町村：１市） （対象市町村：０市）
係る市町村特別
支援事業

計 対象市町村：８市 （対象市町村：５市） （対象市町村：４市）
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事業名 地方改善施設等整備指導事業 （所管：社会福祉課 福祉企画係）

継続（昭和45年度）

１ 目 的
生活環境等の安定向上を図る必要がある地域の住民の生活環境等の改善を図るため，市町村が設置する共

同施設（下水排水路，地区道路等）の整備に対し，指導監督を行う。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

地方改善施設等整備指導事 県 県の指導監督に要する経費 国 1/2
業 県 1/2

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

25年度当初 24年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

地方改善施設等整備指導事 212 212 214 99.1
業

４ 25年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 25 年 度(予定) 平 成 24 年 度 平 成 23 年 度

地方改善施設等整備指導 整備箇所 整備箇所 整備箇所
事業 下水排水路 下水排水路 下水排水路

７市町村 １１箇所 ８市町 １０箇所 ７市町村 １８箇所
地 区 道 路 地 区 道 路 地 区 道 路
２市町 ２箇所 １市 １箇所 １市 １箇所
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事業名 緊急雇用創出事業臨時特例基金造成事業 （所管：社会福祉課 生活保護班）

継続(平成21年度)

１ 目 的
住宅手当緊急特別措置事業（住宅支援給付事業）の拡充や生活保護受給者及び住宅手当（住宅支援給付）

受給者の就労支援のための就労支援員の増員等の事業に取り組み，離職等により住宅を失った生活困窮者等の
総合的な生活・就労の支援を図るため，「鹿児島県緊急雇用創出事業臨時特例基金」に積み増した所要額を運
用する。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

緊急雇用創出事業臨時特例基 県 緊急雇用創出事業臨時特例交付金（住まい対 特定 10/10
金造成事業 策拡充等支援事業分）により県に造成された基

金の管理，運用，取り崩し等に係る事業。

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

25年度当初 24年度当初 対前年比
緊急雇用創出事業臨時特例基 千円 千円 千円 ％
金造成事業 2,149 2,149 2,033 105.7

４ 25年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 25 年 度 平 成 24 年 度 平 成 23 年 度

緊急雇用創出事業臨時特例基 ・積立金（運用利息） ・積立金（運用利息） ・積立金（運用利息）
金造成事業 2,149千円 2,033千円 3,743千円

・新規積立金 ・新規積立金
56,151千円 7,200千円



- 191 -

事業名 ホームレス実態全国調査事業 （所管：社会福祉課 地域福祉係）

継続（平成２２年度)

１ 目 的
ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法(平成14年法律第105号)及びホームレスの自立の支援等に

関する基本方針(平成20年7月厚生労働省・国土交通省告示第１号)に基づき実施される施策の効果を継続的
に把握する。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

都道府県が定めた調査日(期間)において，市 国 10/10
ホームレス実態全国調査事業 市町村 町村内のホームレス数を調査し，都道府県を通

じて国へ報告する。

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

25年度当初 24年度当初 対前年比

千円 千円 千円 ％
ホームレス実態全国調査事業 168 168 168 100.0

４ 25年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 25 年 度 平 成 24 年 度 平 成 23 年 度

ホームレス実態全国調査 鹿児島市が委託による 鹿児島市が委託による 鹿児島市が委託による
事業 調査を実施予定 調査を実施 調査を実施

ホームレス数 ホームレス数
鹿児島市 人 鹿児島市 33人
鹿児島市以外の 鹿児島市以外の
市町村 人 市町村 8人
県合計 人 県合計 41人

※鹿児島市以外の市町村については，各市町村職員が調査を実施。

第 ７ 平 成 ２ ５ 年 度 事 業 の 概 要
Ⅰ－４ 障害者等が安心して暮らせる地域社会づくり
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事業名 戦没者追悼事業 （所管：社会福祉課 調査援護係）

継続（昭和27年度）

１ 目 的
先の大戦（日華事変及び太平洋戦争）における戦没者は，軍人軍属のほか準軍属（動員学徒，被徴用者

等）を含めると全国では約２３０万人，本県でも約７万３千人の多数に及んでいる。
戦後の復興，再建により，今日の平和と繁栄がもたらされたが，この陰には多くの尊い犠牲があったこと

を銘記し，戦没者に対し追悼の誠を捧げるとともに，遺族を慰藉し，併せて永世の平和を祈念するため，追
悼慰霊の行事を実施し，参列遺族等に対する助成を行う。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負 担 区 分

① 沖縄戦没者追悼式 県 沖縄及び沖縄近海において戦没した本県出身 県 10/10
者の御霊を弔うため，沖縄県摩文仁の丘の「安
らかに」碑前において県主催の追悼式を行う。

② 太平洋戦争戦没無名 県 太平洋戦争における本県出身と思われる無名 県 10/10
戦士追悼式 戦没者の御霊を弔うため，鹿児島市にある「太

平洋戦争戦士之墓」前において県主催の追悼式
を行う。

③ 県戦没者追悼式 県 戊辰戦争から太平洋戦争までの本県出身戦没 県 10/10
者及び一般戦災者の御霊を弔うため，県総合体
育センター体育館で県主催の追悼式を行う。

④ 全国戦没者追悼式 県 毎年８月15日に日本武道館で行われる全国戦 県 10/10
没者追悼式に参列する遺族代表に旅費助成を行
う。

⑤ 戦没者慰霊祭等事務 県 市町村等主催の慰霊祭，追悼式に県として弔 県 10/10
慰を表すために，供花，祭電等を行う。

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

25年度当初 24年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

① 沖縄戦没者追悼式 1,072 1,072 1,072 100.0

② 太平洋戦争戦没無名 112 112 104 107.7
戦士追悼式

③ 県戦没者追悼式 1,469 1,469 1,471 99.9

④ 全国戦没者追悼式 594 594 595 99.8

⑤ 戦没者慰霊祭等事務 143 143 143 100.0

計 3,390 3,390 3,385 100.1

第 ７ 平 成 ２ ５ 年 度 事 業 の 概 要
Ⅰ－４ 障害者等が安心して暮らせる地域社会づくり
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４ 25年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平成25年度(見込み) 平 成 24 年 度 平 成 23 年 度

① 沖縄戦没者追悼式 参列者数 24名 参列者数 22名 参列者数 19名

② 太平洋戦争戦没無名 参列者数 16名 参列者数 11名 参列者数 11名
戦士追悼式

③ 県戦没者追悼式 参列者数 1,500名 参列者数 1,287名 参列者数 1,278名

④ 全国戦没者追悼式 参列者数 61名 参列者数 58名 参列者数 58名

⑤ 戦没者慰霊祭等事務 追悼のことば １件 追悼のことば １件 追悼のことば １件
供花 9件，祭電 14件 供花 9件，祭電 14件 供花 9件，祭電 14件
献花 1件 献花 1件 献花 1件

第 ７ 平 成 ２ ５ 年 度 事 業 の 概 要
Ⅰ－４ 障害者等が安心して暮らせる地域社会づくり
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事業名 軍歴関係事業 （所管：社会福祉課 恩給係）

継続（昭和60年度）

１ 目 的
本県は，終戦当時連隊区司令部において，軍人の履歴書である兵籍・戦時名簿等の多くを焼失し，また，
戦災を受けた市町村が多く軍歴に係る公的資料・個人資料が乏しいため，専門の非常勤職員（援護業務相
談員）を配置することにより，軍人恩給受給等に係る究明困難な事案の早期解決と相談業務の円滑化を図
る。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

軍歴関係事業 県 １ 旧軍人等の履歴究明調査 県 10/10

２ 旧軍人等に係る移動援護相談

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

25年度当初 24年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

軍歴関係事業 2,108 2,108 2,108 100.0

４ 25年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平成25年度 平成24年度 平成23年度

軍歴関係事業 履歴調査 履歴調査 １０８件 履歴調査 １５５件

移動援護相談 移動援護相談 ７０件 移動援護相談 ３６件
県内９箇所 県内１０箇所 県内１０箇所

第 ７ 平 成 ２ ５ 年 度 事 業 の 概 要
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事業名 旧軍関係恩給進達事業 （所管：社会福祉課 恩給係）

継続（恩給進達事務(昭和28年)）

１ 目 的
旧軍人，軍属等に係る各種恩給請求手続の指導及び進達等を行う。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

① 恩給進達事務 県 旧軍人軍属の各種恩給請求手続きの指導，履歴 国 10/10
の究明，進達等を行う。

３ 予 算

県 予 算 額事 業 区 分 総事業費 備 考25年度当初 24年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

① 恩給進達事務 626 626 661 94.7

４ 25年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平成25年度 平成24年度 平成23年度

① 恩給進達事務 進達件数 進達件数
普通恩給（扶助料 恩給関係進達 0 件 0 件
加算改定(普恩，普扶) 〃 0 件 0 件
一時恩給（扶助料 〃 11 件 16 件
一時金（遺族） 〃 1 件 1 件
公務(特例)扶助料 〃 1 件 1 件
公務扶助料加算改 〃 0 件 0 件
傷病恩給 〃 1 件 2 件
軍歴証明 軍歴証明の交付 88 件 131 件

５ その他参考事項
（１）平成24年度の恩給等の最低保障額 (平成24年4月1日現在）

ア 普 通 恩 給 長期在職者 1,132,700円
短期在職者 実在職年９年以上 849,500円

実在職年６年以上９年未満 679,600円
実在職年６年未満 568,400円

イ 普通扶助料 長期在職者 792,000円
短期在職者 実在職年９年以上 594,000円

実在職年６年以上９年未満 475,200円
実在職年６年未満 404,800円

ウ 公務扶助料 1,814,000円
エ 特例扶助料 1,420,700円
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事業名 旧軍人軍属遺族等援護事業 （所管：社会福祉課 調査援護係）

継続（昭和27年度）
１ 目 的

旧軍人軍属等の公務上の死亡及び疾病に関し，国家補償及び人道的精神に基づき，障害年金，遺族年金等
及び特別弔慰金，戦没者等の妻に対する特別給付金，戦没者の父母等に対する特別給付金を支給して戦没者
の遺族等を援護する。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

① 遺族援護事務 県 援護法に基づく各請求書の受付，調査，進達， 国 10/10
遺族相談員業務
県遺族連合会に対する補助 県 10/10

② 特別弔慰金事務 県 戦没者の遺族等に対する特別弔慰金支給法に基 国 10/10
づく請求書の受付，裁定

③ 戦没妻特別給付金事務 県 戦没者等の妻に対する特別給付金支給法に基づ 国 10/10
く請求書の受付，裁定

④ 戦没父母特別給付金事 県 戦没者の父母等に対する特別給付金支給法に基 国 10/10
務 づく請求書の受付，裁定

⑤ 叙位叙勲事務 県 叙勲該当者の調査,遺族追跡調査,勲章等の伝達 国 10/10

３ 予 算
県 予 算 額

事 業 区 分 総事業費 備 考
25年度当初 24年度当初 対前年比

千円 千円 千円 ％
① 遺族援護事務 2,984 2,984 2,987 99.9

② 特別弔慰金事務 6,111 6,111 6,203 98.5

③ 戦没妻特別給付金事務 868 868 869 99.9

④ 戦没父母特別給付金事 341 341 342 99.7
務

46 46 46 100.0
⑤ 叙位叙勲事務

10,350 10,350 10,447 99.1
計
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４ 25年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 25 年 度 平 成 24 年 度 平 成 23 年 度

① 遺族援護事務 遺族年金等請求書等の 遺族年金等請求書等の 遺族年金等請求書等の
進達 進達状況 進達状況
遺族年金 遺族年金 1件 遺族年金 2件
遺族給与金 遺族給与金 1件 遺族給与金 2件
弔慰金 弔慰金 0件 弔慰金 1件
障害年金 障害年金 2件 障害年金 1件
遺族年金額改定 遺族年金額改定 1件 遺族年金額改定 0件
遺族一時金 遺族一時金 0件 遺族一時金 0件

② 特別弔慰金事務 特別弔慰金請求書の 処理件数 152件 処理件数 198件
受付，裁定

③ 戦没妻特別給付金事務 戦没妻特別給付金請求 処理件数 10件 処理件数 4件
書の受付，裁定

④ 戦没父母特別給付金事 戦没父母特別給付金請 処理件数 0件 処理件数 0件
務 求書の受付，裁定

⑤ 叙位叙勲事務 叙勲該当者の調査 処理件数 2件 処理件数 0件

５ その他参考事項
（1） 戦没者等の遺族に対する特別弔慰金

国が戦没者等の遺族に対して改めて弔慰の意を表すため，戦没者の遺族であって，同一の戦没者に関し
遺族年金，公務扶助料等の支給を受ける者がいなくなった場合に，特別弔慰金を支給する。

（2） 戦没者等の妻に対する特別給付金
先の大戦における戦没者の妻が，終戦に伴い特別の事情のもとに置かれたことを配慮し特別の慰藉を行

うため，基準日において公務扶助料等の受給権を有する妻に対し特別給付金を支給する。

（3） 戦没者の父母等に対する特別給付金
先の大戦における戦没者の死亡によりすべての子を失い，そのため子孫が絶えたことによる精神的痛苦

を慰藉するため，基準日において公務扶助料等の受給権を有する父母等に対し特別給付金を支給する。
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事業名 戦傷病者特別援護事業 （所管：社会福祉課 調査援護係）

継続（昭和38年度）

１ 目 的
旧軍人軍属等の公務上の傷病に関し，国家補償の精神に基づき療養給付，補装具支給等の援護を行う。
また，戦傷病者の妻が，戦後久しきにわたり戦傷病者の日常生活の介助，看護，家庭の維持等のために払
ってきた特別な精神的痛苦を慰藉する目的で特別給付金を支給する。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

① 戦傷病者援護事務 県 療養給付，補装具支給，ＪＲ券引換証交付， 国 10/10
戦傷病者手帳交付，戦傷病者相談員業務

② 戦傷病者等の妻援護事務 県 戦傷病者等の妻に対する特別給付金支給法に 国 10/10
基づく請求書の受付，裁定

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

25年度当初 24年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

① 戦傷病者援護事務 2,163 2,163 1,674 129.2

② 戦傷病者等の妻援護事務 707 707 710 99.6

計 2,870 2,870 2,384 120.4

４ 25年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 25 年 度 平 成 24 年 度 平 成 23 年 度

① 戦傷病者援護事務 戦傷病者手帳の交付 戦傷病者手帳 戦傷病者手帳
交付 0件,返還 229件 交付 0件,返還 41件

療養給付(入院，通院) 療養給付 療養給付
入院 2名,通院 8名 入院 3名,通院 9名

補装具の交付,修理 補装具 補装具
交付 1件,修理 1件 交付 8件,修理 2件

葬祭費の支給 葬祭費の支給 0件 葬祭費の支給 0件
JR乗車券引換証の交付 JR乗車券引換証 136件 JR乗車券引換証 205件

② 戦傷病者等の妻援護 戦傷病者等の妻給付金請 処理件数 50件 処理件数 188件
事務 求書の受付，裁定
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事業名 中国帰国者等援護事業 （所管：社会福祉課 調査援護係）

継続（昭和28年度）

１ 目 的
いまだに本邦に帰還していない旧軍人軍属及び一般邦人の長期生死不明者の戸籍処理（戦時死亡宣告等）
を留守家族の意向を確認した上で行う。
また，中国帰国者等に対しては，一日も早く日本の社会生活に順応できるよう各種援護施策による支援を

行う。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

① 未帰還者等調査事務 県 未帰還者の戦時死亡宣告事務等 国 10/10

② 引揚者定住化援護事務 県 中国帰国者等に対する身元引受人のあっせ 国 10/10
ん，支援・相談員の派遣，スクーリング事業

見舞金の支給 県 10/10

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

25年度当初 24年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

① 未帰還者等調査事務 123 123 125 98.4

② 引揚者定住化援護事務 4,486 4,486 4,405 101.8

計 4,609 4,609 4,530 101.7

４ 25年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 25 年 度 平成24年度（見込み） 平 成 23 年 度

① 未帰還者等調査事務 未帰還者の留守家族調査 未帰還者の留守家族調査 未帰還者の留守家族調査
3件 4件

戦時死亡宣告申立，確定 戦時死亡宣告申立 0件 戦時死亡宣告申立 0件
戦時死亡宣告確定 0件 戦時死亡宣告確定 1件

遺骨帰還 遺骨伝達 2件 遺骨伝達 0件

② 引揚者定住化援護事 永住帰国者に係る身元引
務 受

ｽｸｰﾘﾝｸﾞ事業 ｽｸｰﾘﾝｸﾞ事業 7名, 42回 ｽｸｰﾘﾝｸﾞ事業 5名, 35回
支援給付事務監査 支援給付事務監査 支援給付事務監査

実地監査 1 実地監査 3
書面監査 7 書面監査 7

見舞金の支給 見舞金の支給 見舞金の支給
一時帰国 本人0名,同伴0名 一時帰国 本人1名,同伴1名

支援・相談員配置 支援・相談員配置 2名 支援・相談員配置 2名

窓口相談 窓口相談 165件 窓口相談 156件
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５ その他参考事項
(1) 未帰還者の調査究明，消息調査

死亡事実判明時の死亡認定，死亡公報及び留守家族等に葬祭料等を支給する。

(2) 中国帰国者等に対する援護
中国帰国者等に対しては，平成６年に「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支

援に関する法律」が施行され，中国残留邦人等の自立・支援のための各種施策を実施してきたが，老後の
生活の安定，地域でのいきいきとした暮らしを実現するため，法律の一部が改正され，平成２０年４月１
日から「老齢基礎年金の満額支給」，「生活支援給付」，「地域社会における生活支援等」の支援策を実
施している。

［援護の内容］
帰国旅費の支給，自立支度金の支給，中国帰国者定着促進センターへの入所（帰国後６ヶ月間），身元

引受人のあっせん（定着後３年間），支援給付の実施，支援・相談員の県・市福祉事務所への配置，中国
帰国者定着促進センターによる日本語遠隔学習に伴うスクリーングの計画，講師派遣等
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事業名 児童扶養手当給付事業 （所管：子ども福祉課 家庭福祉係）

継続（昭和36年度）

１ 目 的
ひとり親家庭の生活の安定と自立を促進し，児童の福祉の増進を図るため，児童扶養手当を支給する。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

児童扶養手当給付事業 県 父又は母と生計を同一にしていないか，父又 国 1/3
は母が重度の障害の状態にある児童（１８歳に 県 2/3
到達する年度末までの者，ただし，重度の障害
の状態にある場合は２０歳未満）を監護又は養
育する者に手当を支給する。

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

25年度当初 24年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

児童扶養手当給付事業 1,010,831 1,010,831 1,049,951 96.3

４ 25年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 25 年 度 平 成 24年 度 平 成 23年 度

児童扶養手当給付事業 支給者数 －人 支給者数 2,055人 支給者数 2,052人
児 童 数 －人 児 童 数 3,259人 児 童 数 3,262人
支給見込額 1,010,831千円 支 給 額 986,286千円 支 給 額 996,134千円

（＊支給者数は年度末時点，24年度は見込み）
（参考）
県全体の状況（平成23年度分）
児童扶養手当：支給者数 19,861人 児童数 31,395人 支給額 9,438,750千円

５ その他参考事項
支給額（平成25年4月現在）

児 童 数 全 部 支 給 一 部 支 給

１ 人 の 場 合 41,430円 41,420 ～ 9,780円

２ 人 の 場 合 46,430円 46,420 ～ 14,780円

３ 人 の 場 合 3,000 円加算 3,000 円加算

※ 一部支給については，所得に応じて１０円刻みで変動する。
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事業名 特別児童扶養手当支給事業 （所管：子ども福祉課 家庭福祉係）

継続（昭和39年度）

１ 目 的
精神又は身体に障害を有する児童について特別児童扶養手当を支給することにより福祉の増進を図る。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

特別児童扶養手当支給事業 国 精神又は身体に障害の状態にある２０歳未満 国 10/10
の者を監護している者に支給する。

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

25年度当初 24年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

特別児童扶養手当支給事業 － － － － 全額国庫で国の直接払
いのため,県での予算
計上はない｡

４ 25年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 25 年 度 平 成 24 年 度 平 成 23 年 度

特別児童扶養手当支給事業 支給者数 －人 支給者数 2,558 人 支給者数 2,550人

（＊支給者数は年度末時点で24年度は見込み）

５ その他参考事項
支給額（平成25年４月現在）
障害程度１級 １人につき 月額 50,400 円
障害程度２級 １人につき 月額 33,570 円
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事業名 母子寡婦福祉資金貸付事業 （所管：子ども福祉課 家庭福祉係）

継続（昭和28年度)

１ 目 的
配偶者のない女子で，２０歳未満の児童を扶養してる者又は寡婦及び４０歳以上の配偶者のない女子に対
し，その経済的自立の助成と生活意欲の助長を図り，あわせてその扶養している児童の福祉を増進するため，
必要な資金の貸付を行う。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

母子寡婦福祉資金貸付事業 県 貸付金の種類 国 2/3
事業開始 事業継続 修 学 県 1/3
技能習得 修 業 就職支度
医療介護 生 活 住 宅
転 宅 就学支度 結 婚

３ 予 算

県 予 算 額事 業 区 分 総事業費 備 考25年度当初 24年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

母子寡婦福祉資金貸付事業 321,349 321,349 409,230 78.5

４ 25年度実施計画及び事業実績
貸 付 状 況 （単位：件，千円）

平成25年度計画 平成24年度計画 平成23年度実績資 金 名 金 額 金 額 件数 金額
事 業 開 始 － － － －
事 業 継 続 － － － －
修 学 149,487 145,279 185 107,094
技 能 習 得 4,505 1,407 6 4,052
修 業 1,591 1,161 5 1,664
就 職 支 度 175 240 2 155
医 療 介 護 － － － －
生 活 1,426 1,652 2 416
住 宅 － － － －
転 宅 653 923 4 559
就 学 支 度 19,332 19,347 50 17,345
結 婚 － － － －

計 177,169 170,009 254 131,285
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事業名 母子自立支援員等設置費 （所管：子ども福祉課 家庭福祉係）

継続（昭和30年度)

１ 目 的
母子自立支援員を設置し，ひとり親家庭の親及び寡婦（以下「母子家庭等」という。）に対し，相談に応

じ，その自立に必要な情報提供及び指導を行うほか，職業能力の向上及び求職活動に関する支援を行う等，
母子家庭等の自立の促進や福祉の増進に努める。

２ 内 容

事 業 区 分 事 業 主 体 事 業 内 容 負担区分

母子自立支援員等設置費 各地域振興局等に母子自立支援員を設置す
る。

権 限 移 譲 交 付 金 市町村が事務処理体制を事前に準備するた
県 め必要な経費及び移譲後の事務処理に要する 県 10/10

経費に充てる。

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

25年度当初 24年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

母子自立支援員等設置費 33,551 33,551 33,565 99.9
権 限 移 譲 交 付 金 885 885 897 98.7
九 州 地 区 母 子 自 立 支 援 員 等 研 修 会 事 業 － － － －

計 34,436 34,436 34,462 99.9

４ 25年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 25 年 度 平 成 24 年 度 平 成 23 年 度

母子自立支援員等設置費 定数15人(常勤1，非常勤14) 定数15人(常勤1，非常勤14) 定数15人(常勤1，非常勤14)
権 限 移 譲 交 付 金 全市町村（鹿児島市を除く） 全市町村（鹿児島市を除く） 全市町村（鹿児島市を除く））
九 州 地 区 母 子 自 立 支 援 員 等 研 修 会 事 業 日時：H23.10.14（金）

－ － 場所：県青少年会館
対象：九州各県等の母子自立支援員等
人員：120名

（参考）
県全体の状況（平成24年度）
母子自立支援員 24人（県15人，鹿児島市6人，鹿屋市1人，出水市2人）
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事業名 母子家庭等就労支援対策事業 （所管：子ども福祉課 家庭福祉係）

継続（平成15年度）
１ 目 的

母子家庭の母等の就業をより効果的に促進するため，個々の家庭状況，職業適性，就業経験等に応じた就
業相談の実施，就業に結びつきやすい就業支援講習会の実施，ハローワークと連携した就業情報の提供など
一貫した就業支援サービスを提供するとともに，生活の安定と児童の福祉の増進を図るため，養育費の取り
決め等専門家による相談体制の整備などを総合的に行う。
また，ひとり親家庭の母又は父の就業を促進するため，個々のひとり親家庭の母又は父の主体的な能力開

発の取組への支援や，ひとり親家庭の母又は父の就職に有利となる資格取得に対して生活費の一部支援を行
い，ひとり親家庭の母又は父の自立促進を図る。
さらに，ひとり親家庭等の就業・自立支援のため，家庭と仕事の両立を図りやすい働き方である在宅就業

について，業務の開拓，仕事の品質管理，従業者の能力開発，相談指導等を一体的に取り組む。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

１ 母子家庭等就業・自立支 県 ・就業等相談事業 国 1/2
援センタ－事業 就業相談員の配置等 県 1/2

・就業支援講習会
パソコン等の講習会

・託児サ－ビス
講習会の際の託児サ－ビス

２ 母子家庭等自立支援給付 県 ・自立支援教育訓練給付金 国 3/4
金事業 職業能力開発のための受講料の一部支給 県 1/4

・高等技能訓練促進費
資格取得期間中の生活費の一部支給

・一時金
入学金の負担を考慮した一時金を終了後支

給

３ ひとり親家庭等在宅就業 県 ・ひとり親家庭等在宅就業支援事業 県 10/10
支援事業 （基金）

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

25年度当初 24年度当初 対前年比

千円 千円 千円 ％
１ 母子家庭等就業・自立支 7,360 7,360 7,360 100.0
援センタ－事業

２ 母子家庭等自立支援給付 18,904 18,904 227,020 8.3
金事業

３ ひとり親家庭等在宅就業支 44,042 44,042 227,496 19.4
援事業

計 70,306 70,306 461,876 15.2
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４ 25年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成25 年 度 平 成 24年 度（見込） 平 成 23 年 度

１ 母子家庭等就業・自立 特別相談 特別相談 24回 特別相談 24回
支援センタ－事業 就業相談員 就業相談員 １人 就業相談員 １人

就業支援講習会 就業支援講習会 ４会場 就業支援講習会 ４会場
託児サ－ビス 託児サ－ビス ３会場 託児サ－ビス ４会場

２ 母子家庭等自立支援給  県実施  県実施  県実施
付金事業 ・自立支援教育訓練 ・自立支援教育訓練 ・自立支援教育訓練

給付金 給付金 給付金
・高等技能訓練促進 3件 36千円 1件 20千円
費 ・高等技能訓練促進 ・高等技能訓練促進

・一時金 費 費
8件 11,001千円 9件 10,011千円

・一時金
3件 100千円

 市及び福祉事務所  市及び福祉事務所  市及び福祉事務所
を設置する町村実施 を設置する町村実施 を設置する町村実施
・高等技能訓練促進 ・高等技能訓練促進 ・高等技能訓練促進
費 費 費

242件 242件
132,900千円 153,748千円

３ ひとり親家庭等在宅就 実施 １ヶ所 実施 １ヶ所 実施 １ヶ所
業支援事業
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事業名 母子家庭等日常生活支援事業 （所管：子ども福祉課 家庭福祉係）

継続（昭和52年度)

１ 目 的
母子家庭の母等が修学等の自立促進に必要な事由や疾病等の社会的な事由により，一時的に生活援助，保

育サービスが必要な場合又は生活環境等が激変し日常生活を営むのに支障が生じている場合に，家庭生活支
援員を派遣し必要な援助，保育等を行い，もってその福祉の増進を図る。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

母子家庭等日常生活支援事 県 母子家庭の母等が修学等の自立促進に必要な 国 1/2
業 事由や疾病等の社会的な事由により，一時的に 県 1/2

生活援助，保育サービスが必要な場合又は生活
環境等が激変し日常生活を営むのに支障が生じ
ている場合に，家庭生活支援員を派遣し必要な
援助，保育等を行う。

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

25年度当初 24年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

母子家庭等日常生活支援事業 712 712 790 90.1

４ 25年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 25 年 度 平成24年度（見込） 平 成 23年 度

母子家庭等日常生活支援 子育て支援 子育て支援 子育て支援
事業 15件 262時間 9件 146時間

生活援助 生活援助 生活援助
2件 24時間 5件 110時間

計 計
17件 286時間 14件 256時間
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事業名 母子・寡婦・父子たすけあい資金貸付事業 （所管：子ども福祉課 家庭福祉係）

継続（昭和40年度)

１ 目 的
母子家庭・父子家庭及び寡婦が一時的に必要とする小口資金について貸付を行い，もってその福利厚生を

図る。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

母子・寡婦・父子たすけあ 鹿児島県母 生活資金・結婚資金・高校大学入学資金・自 県 10/10
い資金貸付事業 子寡婦福祉 動車運転免許取得資金等の貸付け

連合会 ・貸 付 額：４万～10万円 原資貸付
・償還期限：８～10か月
・無担保，無保証，無利子

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

25年度当初 24年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

母子・寡婦・父子たすけあ 10,000 10,000 10,000 100.0
い資金貸付事業

４ 25年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 25 年 度 平成24年度（見込） 平 成 23 年 度

母子・寡婦・父子たすけ 貸付原資 貸付実績 貸付実績
あい資金貸付事業 10,000千円 100件 6,000千円 45件 2,980千円
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事業名 鹿児島県母子寡婦福祉連合会運営費補助事業 （所管：子ども福祉課 家庭福祉係）

継続（昭和30年度)

１ 目 的
県下の母子会を統括指導する鹿児島県母子寡婦福祉連合会の運営に対し補助金を交付し，母子家庭及び母
子福祉団体の育成強化を図る。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

１ 母子福祉センター運営費 県 人件費・事務費等の補助 県 10/10

２ 母子対策事業 母と子の地区交歓研修の開催

３ 母子・寡婦・父子対策事 運動会・地区別研修の開催
業

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

25年度当初 24年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

１ 母子福祉センター運営費 3,513 3,513 3,513 100.0

２ 母子対策事業 2,931 2,931 2,931 100.0

３ 母子・寡婦・父子対策事 2,417 2,417 2,417 100.0
業

計 8,861 8,861 8,861 100.0

４ 25年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 25 年 度 平成24年度（見込） 平 成 23 年 度

１ 母子福祉センター運営 人件費，管理費 人件費，管理費 人件費，管理費
費 3,513千円 3,513千円

２ 母子対策事業 母と子の交歓研修 母と子の交歓研修 母と子の交歓研修
県下各地区 県下各地区 1,000人 県下各地区 1,122人

３ 母子・寡婦・父子対策 ・運動会 ・運動会 ・運動会
事業 9地区 1,500人 9地区 1,390人

・地区別研修 ・地区別研修 ・地区別研修
10地区 1,800人 10地区 2,339人

・リーダー研修，母子 ・リーダー研修，母子 ・リーダー研修，母子
家庭の集い 家庭の集い 50人 家庭の集い 89人
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事業名 難病対策事業 （所管：健康増進課 疾病対策係）

継続（昭和47年度）

１ 目 的
原因が不明で治療法の確立していない，いわゆる「難病」のうち国が定める特定疾患等について，患者の
医療費の自己負担の軽減と原因の究明，治療法の確立を図る。
また，在宅療養上の適切な支援を行うことにより，安定した療養生活の確保と患者及びその家族の生活の

質の向上に資する。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

１ 特定疾患治療研究事業 県 特定疾患医療受給者に対する患者医療費自己 国 1/2
負担額の全部又は，一部を公費負担する。 県 1/2

一部
国 10/10

２ 先天性血液凝固因子障害 県 先天性血液凝固因子障害等医療受給者に対す 国 1/2
等治療研究事業 る患者医療費自己負担額を公費負担する。 県 1/2

３ スモンに対するはり・き 県 スモン患者のうち施術の受給を希望する者に 国 10/10
ゅう及びマッサージ治療研 ついての施術費を公費負担する。
究事業

４ 在宅人工呼吸器使用特定 県 在宅人工呼吸器使用特定疾患患者に対して， 国 1/2
疾患患者訪問看護治療研究 診療報酬で定められた回数を超える訪問看護を 県 1/2
事業 実施することにより，在宅療養の実態把握と訪

問看護の方法等に関する研究を行い，その訪問
看護に必要な費用を負担する。

５ 難病相談・支援センター 県 地域で生活する難病患者等の相談・支援など 国 1/2
事業 を行う拠点施設「難病相談・支援センター」に 県 1/2

おいて，患者等の療養上，日常生活上での悩み
や不安等の軽減を図るとともに，患者等の持つ
様々なニーズに対応したきめ細やかな相談・支
援を行う。

６ 難病患者等地域支援協働 県 在宅難病患者に対し，医療及び日常生活に係 国 1/2
事業 る相談・指導・助言を行い疾病に対する不安の 県 1/2

軽減を図るとともに，保健，医療，福祉の関係
機関相互の連携による在宅医療の推進を図る。
また，入院治療が必要となった重症難病患者

に対し適時・適切に入院施設の確保が行えるよ
う，地域の医療機関の連携による難病医療体制
の整備を図る。
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３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

25年度当初 24年度当初 対前年比

千円 千円 千円 ％
1 特定疾患治療研究事業 2,246,713 2,246,713 2,123,901 105.8

2 先天性血液凝固因子障害等治療研究事業 12,515 12,515 12,818 97.6

3 スモンに対するはり･きゅう及びマッサージ治療研究事業 634 634 633 100.2

４ 在宅人工呼吸器使用特定疾患患者訪問看護治療研究事業 7,428 7,428 8,124 91.4

5 難病相談･支援ｾﾝﾀｰ事業 14,791 14,791 15,902 93.0

6 難病患者等地域支援協働事業 6,357 6,357 5,227 121.6

計 2,288,438 2,288,438 2,166,605 105.6

４ 25年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 25 年 度 平 成 24 年 度(見込) 平 成 23 年 度

1 特定疾患治療研究事業 患者数 13,889人 患者数 13,181人 患者数 12,508人

2 先天性血液凝固因子障害 患者数 58人 患者数 58人 患者数 58人
等治療研究事業

3 スモンに対するはり･きゅう 患者数 1人 患者数 1人 患者数 1人
及びﾏｯｻｰｼﾞ治療研究事業

4 在宅人工呼吸器使用特定疾患 利用者 14名 利用者 15名 利用者 13名
患者訪問看護治療研究事業 利用延回数 1,400回 利用延回数 1,500回 利用延回数 1,188回

5難病相談･支援センター事業 相談件数 15,970件 相談件数 15,970件 相談件数 14,455件
医療講演会･交流会 48回 医療講演会･交流会 48回 医療講演会･交流会 36回

6 難病患者等地域支援協働事業
・難病患者地域支援ネッ 相談件数 700件 相談件数 700件 相談件数 635件
トワーク事業 訪問件数 400件 訪問件数 400件 訪問件数 396件

・重症難病患者医療 拠点病院 3病院 拠点病院 3病院 拠点病院 3病院
ネットワーク事業 協力病院 60病院 協力病院 60病院 協力病院 60病院

第 ７ 平 成 ２ ５ 年 度 事 業 の 概 要
Ⅰ－４ 障害者等が安心して暮らせる地域社会づくり



- 212 -

第 ７ 平 成 ２ ５ 年 度 事 業 の 概 要
Ⅰ－４ 障害者等が安心して暮らせる地域社会づくり

事業名 生活福祉資金貸付補助事業 （所管：社会福祉課 地域福祉係）

継続（①生活福祉資金貸付事務費補助：昭和30年度，②生活福祉資金貸付事務費（市町村社
協人件費）補助（平成22年度），③離職者支援資金利子助成補助：平成21年度）

１ 目 的
低所得世帯，高齢者世帯，障害者世帯に対し，資金の貸付と必要な援助指導を行うことにより，その世帯

の経済的自立と生活意欲の助長促進並びに在宅福祉及び社会参加の促進を図る。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

① 生活福祉資金貸付事務 県社会福祉 生活福祉資金貸付に伴う社会福祉協議会の事務 国 1/2
費補助 協議会 費等に対する補助 県 1/2

② 生活福祉資金貸付事務 県社会福祉 生活福祉資金の相談支援体制の充実を図るた 国 10/10
費（市町村社協人件費） 協議会 め，市町村社協に配置する相談員の人件費に対す
補助 る補助

③ 離職者支援資金利子助 市町村 平成20年12月の県緊急雇用対策に基づき，離職 県 10/10
成補助 者支援資金利子助成事業を実施する市町村に対す

る補助

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

25年度当初 24年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

① 生活福祉資金貸付事務 35,637 35,637 24,729 144.1
費補助

② 生活福祉資金貸付事務 56,050 56,050 56,050 100.0 緊急雇用創出
費（市町村社協人件費） 事業臨時特例
補助（新規） 基金事業

③ 離職者支援資金利子助 39 39 47 83.0 21年度3月補
成補助 正より

合 計 91,726 91,726 80,826 113.5
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４ 25年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 25 年 度 平 成 24 年 度 平 成 23 年 度

① 生活福祉資金貸付事務 生活福祉資金の貸付， 貸付決定件数 件 貸付決定件数 456件
費補助 償還指導等を行う。 貸付決定金額 千円 貸付決定金額110,527千円

離職者生活支援つなぎ 貸付決定件数 件 貸付決定件数 4件
資金の貸付，償還指導等 貸付決定金額 千円 貸付決定金額 340千円
を行う。

② 生活福祉資金貸付事務 生活福祉資金の相談支 － －
費（市町村社協人件費） 援業務を専門的に行う。
補助（新規）

③ 離職者支援資金利子助 利子助成件数 6件 利子助成件数 7件 利子助成件数 7件
成補助
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事業名 地域生活定着支援センター運営事業 （所管：社会福祉課 地域福祉係）

継続（平成22年度）

１ 目 的
高齢又は障害のある福祉的な支援を必要とする矯正施設退所者に対し，必要となる福祉サービスの検討や

関係機関との調整を行い，地域生活への円滑な移行を支援する。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

地域生活定着支援センター 県 地域生活定着支援センターの設置・運営 国10/10
運営事業 （民間団体への委託）

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

25年度当初 24年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

地域生活定着支援センター 25,000 25,000 26,500 94.3
運営事業

４ 25年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 25 年 度 平 成 24 年 度 平 成 23 年 度

地域生活定着支援センター ○センターの設置・運営 ○ 委託先 ○ 委託先
運営事業 ○業務の内容 社団法人鹿児島県 社団法人鹿児島県

・コーディネート業務 社会福祉士会 社会福祉士会
・フォローアップ業務 ○ 契約日 ○ 運営開始日
・相談支援業務 平成24年４月１日 平成23年４月１日

○ 業務実績 ○ 業務実績
・ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ業務 ・ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ業務
・ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ業務 処理件数 26件
・相談支援業務 （うち終了 16件）

・ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ業務
処理件数 26件
（うち終了 8件)

・相談支援業務
処理件数 7件

（うち終了 3件）
※平成22年度継続件数
含む
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事業名 生活保護管理運営費 （所管：社会福祉課 生活保護班）

継続（①昭和２５年度，②昭和３０年度，③昭和６１年度）

１ 目 的
県・市町の生活保護実施機関の生活保護法施行事務に対する監査や指定医療・介護機関等に対する個別指

導，生活保護運用上の問題点を研究討議するための研修等を実施する。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

① 生活保護法施行事務指導 県 県・市町の生活保護実施機関に対する監査及び 国 1/2
及び監査 指定医療・介護機関に対する個別指導 県 1/2

② 研修会等（本庁関係） 県 厚生労働省主催の各種会議に出席するための経 県10／10
費

③ 研修会等（出先関係） 県 県・市町生活保護主管係長会議を開催するため 県10／10
の経費

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

25年度当初 24年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

① 生活保護法施行事務指導 2,443 2,443 1,508 162.0
及び監査

② 研修会等（本庁関係） 155 155 158 98.1

③ 研修会等（出先関係） 320 320 320 100.0

計 2,918 2,918 1,986 146.9
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４ 25年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 25 年 度 平 成 24 年 度 平 成 23 年 度

① 生活保護法施行事務指 ・ 福祉事務所等の監査 ・ 福祉事務所等の監 ・ 福祉事務所等の監査
導及び監査 30 査 30 30

・ 指定医療機関の個別 ・ 指定医療機関の個 ・ 指定医療機関の個別
指導 10 別指導 8 指導 8

・ 指定介護機関の個別 ・ 指定介護機関の個 ・ 指定介護機関の個別
指導 6 別指導 4 指導 4

② 研修会等（本庁関係） ・ 生活保護法基準改定 ・ 生活保護法基準改 ・ 生活保護法基準改定
説明会 定説明会 説明会

・ 生活保護費補助金交 ・ 生活保護費補助金 ・ 生活保護費補助金交
付調整会議 交付調整会議 付調整会議

③ 研修会等（出先関係） ・ 県・市町福祉事務所 ・ 県・市町福祉事務所 ・ 県・市町福祉事務所
等生活保護主管係長会議 等生活保護主管係長会 等生活保護主管係長会議

議
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事業名 生活保護費 （所管：社会福祉課 生活保護班）

継続（①昭和２５年度，②昭和３３年度，③昭和２５年度）

１ 目 的
憲法第25条に規定する理念に基づき，国が生活に困窮するすべての国民に対し，その困窮の程度に応じ，
必要な保護を行い，その最低限度の生活を保障するとともに，その自立を助長することを目的とする。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

① 生活保護費 県・市・ 要保護者の年齢別，世帯構成別，所在地域別 国 3/4
福祉事務所 その他保護の種類に応じて必要な事情を考慮し 県・市・
を設置する た最低限度の生活の需要を満たすに十分なもの 福祉事務所
町 等として厚生労働大臣の定める基準より測定し を設置する

た要保護者の需要を基とし，そのうち，その者 町 1/4
の金銭又は物品で満たすことのできない不足分
を給付する。

② 施設事務費 県・市・ 身体上及び精神上著しい障害があるために日 国 3/4
福祉事務所 常生活を営むことが困難な要保護者を入所させ 県・市・
を設置する て，生活扶助を給付する。 福祉事務所
町 を設置する

町 1/4

③ 住所不定者分生活保護費 県 ・ 住所不定者分生活保護費 国 ３／４
福祉事務所を設置する市及び町における居 (直接補助)

住地がないか又は明らかでない被保護者の保 県 １／４
護費の支弁を行う。

県 ・ 行旅病人等 県10/10
行旅病人の救護費用及び行旅死亡人の取扱

費用の支弁を行う。

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

25年度当初 24年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

① 生活保護費 6,173,515 6,173,515 6,157,660 100.3

② 施設事務費 5,038 5,038 4,973 101.3

③ 住所不定者分生活保護費 140,768 140,768 140,139 100.4

計 6,319,321 6,319,321 6,302,772 100.3

第 ７ 平 成 ２ ５ 年 度 事 業 の 概 要
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４ 25年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平成25年度(見込み) 平成24年度(見込み) 平成23年度(平均)

① 生活保護費 被保護世帯数 3,025世帯 被保護世帯数2,995世帯 被保護世帯数2,974世帯
被保護者数 4,002人 被保護者数 3,962人 被保護者数 3,993人
保護率 22.84‰ 保護率 22.61‰ 保護率 22.46‰

② 施設事務費 延人員 36人 延人員 36人 延人員 36人

③ 住所不定者分生活保護 延人員 2,964人 延人員 2,911人 延人員 3,031人
費

（参考）
県全体の状況 （平成23年度分）
被保護世帯数 23,057世帯（月平均値）
被保護者数 31,913人（月平均値）
保護率 18.79‰（月平均値）
生活保護費 51,738,644千円(中核市を含む)

５ その他参考事項
生活保護は，生活扶助，住宅扶助，教育扶助，介護扶助，医療扶助，出産扶助，生業扶助及び葬祭扶助

の８つの種類がある。

第 ７ 平 成 ２ ５ 年 度 事 業 の 概 要
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事業名 生活保護適正実施推進事業 （所管：社会福祉課 生活保護班）

継続（①平成１０年度，②～⑦昭和６１年度，⑧，⑨昭和２５年度，⑩平成９年度，
⑪昭和２５年度，⑫，⑭平成２２年度，⑬平成２１年度）

１ 目 的
生活保護の適正実施を図るため，要保護者等の実態調査や職員に対する研修の実施，嘱託医設置による

ケースワーカーへの助言指導等を実施する。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

① 被保護世帯調査費 県 地域振興局等における被保護者の実態把握と 県10／10
自立助長のための訪問調査を円滑に行う。

② 扶養義務者実態調査及び 県 扶養義務者の実態を調査するとともに，扶養 国10／10
扶養指導推進事業 義務の履行を指導し，もって被保護世帯の自立

を助長する。

③ 資産の実態把握及び活用 県 被保護世帯の資産の保有状況を的確に把握 国10／10
促進対策事業 し，これの効果的活用を図ることにより自立助

長を推進する。

④ 関係機関連絡会議 県 暴力団員等の援助困難ケースに対する対応方 国10／10
法について研究協議し，もって生活保護法の適
正な運営実施を推進する会議を開催する。

⑤ 精神障害者等退院促進事 県 継続入院６ケ月を経過した患者に対し，主治 国10／10
業 医を訪問して，患者及び家族の指導上必要な事

項について意見を聞くとともに，退院可能な者
の退院，地域移行等必要な措置を講じることに
より自立の促進を図る。

⑥ 職員研修（本庁関係） 県 地域振興局等の職員に対する研修会の実施や 国10／10
本庁職員の国主催の会議等への参加を通じ，職
員の資質向上と生活保護の適正運営を図る。

⑦ 職員研修（出先関係） 県 県又は厚生労働省が主催する研修会への出席 国10／10
や，福祉事務所が実施する各種研修会を通じ，
職員の資質の向上と生活保護の適正運営を図
る。

第 ７ 平 成 ２ ５ 年 度 事 業 の 概 要
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⑧ 扶助費審査事務費 県  医療費の審査及び支払事務を支払基金に委 県10／10
託しており，その審査支払のための事務費を 審査支払手
毎月支払う。 数料，要介
 本庁及び出先で行う診療報酬明細書の審査 護認定審査
で特殊技術を持った賃金職員を雇用する。 判定委託料
 介護報酬の審査及び支払事務を国保連に委
託しており，その審査支払のための事務費を 国10／10
毎月支払う。 上記を除く
 要介護認定審査事務及び訪問調査を広域組
合等に委託しており，その認定審査事務費等
を委託料として支払う。

⑨ 嘱託医設置費 県 各地域振興局等に一般と精神の２名の嘱託医 本庁分
を設置し，医療要否意見書の審査，ケースワー 国1／2
カーへの助言指導と患者訪問を実施する。 県1／2

出先分
県10／10

⑩ 事務処理効率化推進事業 県 生活保護の効率化を目的に開発した生活保護 県10／10
システムの運用・維持管理を行う。

⑪ 指導監督等事業 県 県・市福祉事務所等に対する「特別指導監査」 国10／10
や一般監査後の「確認監査」を行う。 国1／2

県1／2
(確認監査)

⑫ 事務処理システム整備事 県 生活保護システムの運用機器及びソフトウエ 国10／10
業 アの更新を行うとともに，これに併せて，国が

構築する「生活保護業務データベース」及び「
生活保護版レセプト情報管理システム」と連携
に対応する追加機能を行う。

⑬ 被保護者生活実態調査事 県 生活保護基準の改定等生活保護制度の企画運 国10／10
業 営のために必要な資料を得るため，都道府県・

指定都市・中核市のうち１０～３０か所を調査
自治体として選定し，全国で１，１１０世帯を
抽出して調査を実施する。
（鹿児島県Ｈ２５ ２５世帯予定）

⑭ 住宅手当緊急特別措置事 県・市町 離職者で住宅を喪失している者等に対し，住 国10／10
業 宅手当を支給し，住宅及び就労機会の確保に向

けた支援を行う。

⑮ 就労支援事業 県・市 稼働能力のある被保護者に対し支援を行い， 国10／10
経済的自立を助長するため県・市の福祉事務所
等に就労支援員を設置する。

第 ７ 平 成 ２ ５ 年 度 事 業 の 概 要
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第 ７ 平 成 ２ ５ 年 度 事 業 の 概 要
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３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

25年度当初 24年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

① 被保護世帯調査費 16,388 16,388 16,860 97.2

② 扶養義務者実態調査及び 550 550 330 166.7
扶養指導推進事業

③ 資産の実態把握及び活用 1,091 1,091 1,091 100.0
促進対策事業

④ 関係機関連絡会議 2,113 2,113 2,124 99.5

⑤ 精神障害者等退院促進事 1,161 1,161 1,160 100.1
業

⑥ 職員研修（本庁関係） 2,305 2,305 5,685 40.5

⑦ 職員研修（出先関係） 8,918 8,918 4,868 183.2

⑧ 扶助費審査事務費 29,746 29,746 29,183 101.9

⑨ 嘱託医設置費 8,382 8,382 8,778 95.5

⑩ 事務処理効率化推進事業 6,804 6,804 6,963 97.7

⑪ 指導監督等事業 1,067 1,067 1,126 94.8

⑫ 事務処理システム整備事 － － － －
業

⑬ 被保護者生活実態調査事 2,405 2,405 － 皆増
業

⑭ 住宅手当緊急特別措置事 56,594 56,594 79,620 71.1
業

⑮ 就労支援事業 46,893 46,893 43,444 107.9

計 184,417 184,417 201,232 91.6

４ 25年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 25 年 度 平 成 24 年 度 平 成 23 年 度

① 被保護世帯調査費 ケースワーカー等によ ケースワーカー等に ケースワーカー等によ
る被保護者の訪問調査を よる被保護者の訪問調 る被保護者の訪問調査を
実施 査を実施 実施
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② 扶養義務者実態調査及 扶養義務者の実態を把 扶養義務者の実態を 扶養義務者の実態を把
び扶養指導推進事業 握するため調査を実施 把握するため調査を実 握するため調査を実施

施

③ 資産の実態把握及び活 被保護者の資産保有の 被保護者の資産保有 被保護者の資産保有の
用促進対策事業 状況を把握するため関係 の状況を把握するため 状況を把握するため関係

先調査等を実施 関係先調査等を実施 先調査等を実施

④ 関係機関連絡会議 ・ 暴力団等援助困難 ・ 暴力団等援助困難 ・ 暴力団等援助困難
ケース対策会議 ケース対策会議 ケース対策会議

・ ハローワークとの連
絡会議

⑤ 精神障害者等退院促進 精神障害者等の社会的 精神障害者等の社会 精神障害者等の社会的
事業 入院患者の退院，地域移 的入院患者の退院，地 入院患者の退院，地域移

行を推進 域移行を推進 行を推進

⑥ 職員研修（本庁関係） ・ 法律問題等研修 ・ 法律問題等研修 ・ 法律問題等研修
・ 医療扶助事務担当者 ・ 医療扶助事務担当 ・ 医療扶助事務担当者
研修 者研修 研修

⑦ 職員研修（出先関係） ・ 適正化モデル事務所 ・ 適正化モデル事務 ・ 適正化モデル事務所
実地研修 所実地研修 実地研修

・ 生活保護現業研修 ・ 生活保護現業員修 ・ 生活保護現業研修

⑧ 扶助費審査事務費 ・ 医療費審査 ・ 医療費審査 ・ 医療費審査
234,264件 227,432件 223,388件

・ 介護費審査 ・ 介護費審査 ・ 介護費審査
48,171件(見込み) 48,166件(見込み) 47,675件

⑨ 嘱託医設置費 ・ 精神 11名 ・ 精神 11名 ・ 精神 11名
・ 一般 11名 ・ 一般 11名 ・ 一般 11名

⑩ 事務処理効率化推進事 生活保護システムの運 生活保護システムの 生活保護システムの運
業 用維持管理 運用維持管理 用維持管理

⑪ 指導監督等事業 ・ 確認監査 12 ・ 確認監査 12 ・ 確認監査 9
・ 特別指導監査 2 ・ 特別指導監査 2 ・ 特別指導監査 2

⑫ 事務処理システム整備 － － ・ 生保システムの更新
事業 ・ レセプト管理システ

ムの導入

⑬ 被保護者生活実態調査 ・ 調査対象世帯25世帯 － －
事業

⑭ 住宅手当緊急特別措置 離職者に住宅手当を支 離職者に住宅手当を 離職者に住宅手当を支
事業 給等。１７市町へは補助 支給等。１７市町へは 給等。１８市町へは補助

金として交付。 補助金として交付。 金として交付。

⑮ 就労支援事業 就労支援員の設置 就労支援員の設置 就労支援員の設置
県 ４名 県 ４名 県 ４名
市 １８名 市 １５名 市 １５名

第 ７ 平 成 ２ ５ 年 度 事 業 の 概 要
Ⅰ－４ 障害者等が安心して暮らせる地域社会づくり


